
環境へのやさしさが、波紋のように
地球全体に広がっていくことを願う、
NTTファシリティーズグループの思
いを表現しています。そして自らの
環境への取り組みも、大きく広げて
いこうという姿勢の現れでもありま
す。また、Ecoactivity（環境保護活
動）というワードで、環境に対して
常に行動を起こしている企業の活力・
行動力、真剣さを表現しています。

この冊子に使用されている用紙は、国内
の間伐材パルプ10％と古紙90％を原
料としています。間伐材の活用は、森林
保護につながるとともに、CO2吸収によ
る地球温暖化防止効果も期待できます。

エコ間伐紙・認定番号
K0301090

この冊子には、大気汚染の原因の1つで
あるVOC（揮発性有機化合物）の発生
が少ない大豆油インキを使用して印刷
しています。リサイクル時に紙と分離
しやすいという特徴を持っています。

■お問い合わせ先

株式会社NTTファシリティーズ
CSR推進室
〒 108-0023
東京都港区芝浦 3-4-1 グランパークタワー

Tel :（03）5444-5187　Fax :（03）5444-5610

E メール : xa05999@ntt-f.co.jp

URL: http://www.ntt-f.co.jp/profile/env-prot/index.html
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編集方針
　本書は、2006年度にNTTファシリティーズ
グループが行った社会、環境、経済の各活動につ
いて、その成果を取りまとめたものです。
　CSR活動を実践していくための基本的指針・
体制を明示したうえで、個々の活動の具体例をご
紹介し、社会的責任（CSR）を担う者としての
当グループの考え方や姿勢をご理解いただけるよ
う努めました。
　また、図表や写真を有効に使用したデザイン・
レイアウトにより、できるだけ分かりやすく読み
やすい誌面づくりを目指しました。
　作成にあたっては、GRI（Global Reporting 
Initiative）ガイドラインと「環境報告書ガイド
ライン」（環境省発行）、「事業者の環境パフォー
マンス指標ガイドライン」（環境省発行）を参考
としています。

対象期間

2006年4月1日〜 2007年3月31日
（一部、2007年4月1日以降の活動を含んでいます）

対象範囲

◆NTTファシリティーズグループ
●NTTファシリティーズ

本社・関西事業本部・北海道支店・東北支店・
東海支店・中国支店・九州支店

●地域会社／グループ会社
NTTファシリティーズ中央・北海道・東北・
東海・関西・中国・九州
株式会社NTTファシリティーズ FMアシスト
エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発株式会社
株式会社NTTファシリティーズ総合研究所

発行月

2007年8月
（次回2008年8月予定）

会社概要
■商号	 株式会社NTTファシリティーズ
	 （NTT FACILITIES, INC.）
■本社所在地	 東京都港区芝浦3-4-1グランパークタワー
■営業開始日	 1992年（平成4年）12月1日
■資本金	 124億円
■社員数	 5,800名（NTTファシリティーズ・地域会社7社合計）

■地域会社／グループ会社
　株式会社NTTファシリティーズ 中央
　株式会社NTTファシリティーズ 北海道
　株式会社NTTファシリティーズ 東北
　株式会社NTTファシリティーズ 東海
　株式会社NTTファシリティーズ 関西
　株式会社NTTファシリティーズ 中国
　株式会社NTTファシリティーズ 九州
　株式会社NTTファシリティーズ FMアシスト
　エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発株式会社
　株式会社NTTファシリティーズ総合研究所

事業内容
建築物・工作物全般、電気通信・コンピュータ用電力
設備並びに情報通信システムに係わる次に掲げる業務

（1）設計、監理及び工事の請負
（2）保守、維持管理及び修繕
（3）コンストラクションマネジメント（発注主代理

による建設プロジェクトの管理、調整）
（4）清掃、害虫駆除及び環境測定
（5）調査及び研究開発
（6）設備機器の開発、販売及び賃貸
（7）ソフトウェアの開発、製作、販売及び賃貸
（8）一般・産業廃棄物の収集・運搬・処理

次に掲げる事項に係わる企画及びコンサルティング
（1）不動産、電気通信・コンピュータ用電力設備及

び情報通信システム
（2）不動産、建築設備、インテリア及び建築物の利

用環境等に関する経営管理活動（ファシリティ
マネジメント）

（3）環境改善及び環境保全

地域開発並びに都市開発に係わる企画、コンサルティ
ング及び設計

不動産並びに電気通信・コンピュータ用電力設備に係
わる売買、交換、賃貸、管理及び仲介

事務用機器、情報通信機器、什器備品、室内装飾品等
の販売及び賃貸

警備業務

駐車場の管理運営業務

1

2

3

4

5

6
7

自家用発電装置・冷暖房装置並びにそれに係わる電気、
熱源供給システムの開発、設計、監理、保守、販売、
賃貸及び工事の請負

コージェネレーションシステム（電気・熱併給発電シ
ステム）等による電気供給事業及び熱源供給事業

損害保険代理店業務

不動産鑑定業務

貨物利用運送事業

前各号に付帯関連する一切の業務

8

9

10
11
12
13

NTTファシリティーズグループの
サービスネットワーク

特集

環境報告

社会性報告

経済性報告

目　次

表紙について

表紙のデザイン
は、2 0 0 7 年

4月より提供を開始した環境トー
タルマネジメントサービス「Green 
Integration」のロゴマークです。
　「Green Integration」を通して、
地球環境と企業経営のより良い未来
へ貢献していきたいという、NTT
ファシリティーズグループの想いを
込めて、本年度版の表紙に採用させ
ていただきました。
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IT、エネルギー、建築を　核とする融合技術で、
お客さまの新たな価値　を創造

　私たちNTTファシリティーズグループは、持続可能な社会の実現に向けた環境負荷
の低減、情報セキュリティの確保、コンプライアンスに基づく事業運営など、グルー
プ一体となったCSR活動を進めてまいりました。お客さまとともに高め合い、つなが
り合い、新しい価値空間を創造する「Live-Link Design」のコンセプトのもと、近年
の多様化するライフスタイルやビジネスニーズにこたえるため、日本の通信インフラ
を支えるなかで培ってきた「IT」、「エネルギー」、「建築」のコア技術と多彩なソリュー
ションを融合させた新たな商品・サービスの提供に取り組んでおります。
　2007年度はCSR経営を事業方針の柱に据え、事業活動を通じて、社会からの信頼や
期待におこたえし、お客さまとともに企業価値を高めていきたいと考えております。

　国連の研究評価機関であるIPCC（気候変動に関する政府間パネル）は地球温暖化
の原因が人為起源による温室効果ガスであるとほぼ断定しております。また京都議定
書の第1約束期間のスタートを2008年に控え、温室効果ガスの削減は企業の社会的責
任であり、急務な課題であると言えます。
　私たちは、地球環境保護への新たな取り組みとして、お客さまの省エネルギー計画や
温暖化対策等のコンサルティングを行う「環境経営支援」、新エネルギーの導入や建物の
長寿命化などを支援する「環境負荷低減」、アスベストなどの有害物質の除去や古鉛の
回収などの廃棄物管理を行う「環境リスク対策」をトータルでマネジメントする「Green 
Integration」を2007年4月より提供開始しました。これは、環境経営による企業価値の向
上や環境負荷低減による社会的責任の遂行、環境リスク対策による環境事故・環境汚染
の未然防止等につながるものであり、私たちは、この「Green Integration」の価値を最
大化させて、地球環境問題の解決や社会貢献に積極的に取り組んでいく考えであります。
　例えば、太陽光やバイオマスといった再生可能エネルギーへの社会の期待が一層高
まるなか、私たちが自治体や地元企業の方々と一緒に進めております太陽光発電による
メガソーラー事業は、クリーンエネルギーによるCO2削減、地域の活性化、環境教育等、
さまざまな価値を創造しながら事業展開を図る代表的なソリューションです。
　また、私たちは、NTTグループ企業の省エネルギー運動である「トータルパワー改
革運動」を通して、自らが設備を開発・導入・保守運用・改善すると言うユーザの立
場に立ち、NTTグループ全体のエネルギーマネジメントに取り組み、大きな成果をあ
げてきました。2006年度の日本経済新聞社の環境経営度指標ランキング（通信・サー
ビス部門）では、上位7位をNTTグループ企業6社が占めるという結果となり、そのな
かで、私どもは4位の評価を受けました。その一因として、私たちのこれまでの取り
組みが評価いただけたものと考えております。

　新潟県中越沖地震や台風による大規模災害が多発している状況で、BCP（事業継続
計画）の重要性が社会に広く認識されてきております。万一、事業活動が中断した場
合においても、早期に設備を復旧し、業務を再開できる平時からの対応が、企業の社
会的責任として求められるようになってきております。私たちは、長年、NTTグルー
プの通信用建物や電源・空調設備を守ってきた実績を活かし、地震、停電、水害、雷
害、火災に対応した「防災ソリューション」を通して、お客さまの事業継続性を高め、
企業価値向上に貢献していきたいと考えております。

　一方、法令違反やモラルに反する行為が、お客さまの信頼を失い、事業存続を左右
することは言うまでもありません。私たちは、従来からコンプライアンスは企業存続
の基盤をなすものであり、法令遵守はもとより、高い倫理観をもって事業運営してい
くことが不可欠であるとの認識に立ち、取り組みを進めてまいりました。2007年3月
には、お客さま情報のセキュリティを組織的に強化するため、ISMSの国際規格であ
るISO27001の認証取得を全国に拡大しました。また、4月には、事業活動のリスクに
ついて検討するリスクマネジメント委員会を新たに設置し、危機管理体制の充実強化
を図ってまいりました。今後とも社会的責任を果たすべく、積極的に取り組みを推進
していきたいと考えております。

　最後に、NTTファシリティーズグループは、社員一人ひとりが自信と責任をもって
行動し、新しい価値に向かって創造力を発揮し、安心・安全で地球にやさしい社会の
形成に貢献してまいります。

株式会社NTTファシリティーズ
代表取締役社長
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CSR推進体制
「NTT グループ CSR 憲章」を基本として
当グループの「社会的使命」・「経営理念」・「行動理念」をもとに、
企業の社会的責任を果たすべく、社会の持続的発展に貢献してまいります。

　私たちNTTグループは、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、
“コミュニケーション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心・安全で豊かな社会の実現に貢献します。

■人と社会のコミュニケーション
①私たちは、より豊かで便利なコミュニケーション環境を実現するとともに、情報通信技術を活用し、

人口減少・高齢化社会におけるさまざまな課題解決に貢献します。

■人と地球のコミュニケーション
②私たちは、自らの環境負荷を低減し、地球にやさしいコミュニケーション環境を構築するとともに、

情報通信サービスの提供を通じて社会全体の環境負荷低減に取り組みます。

■安心・安全なコミュニケーション
③私たちは、情報セキュリティの確保や通信の利用に関する社会的な課題に真摯に取り組み、安心・安

全な利用環境と新しいコミュニケーション文化の創造・発展に尽くします。
④私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラとして、災害時にも強い情報通信サービスの提供に

努め、いつでも、どこでも、だれとでもつながる安心と信頼を提供します。

■チームNTTのコミュニケーション
⑤私たちは、“チームNTT”の一員として、責任と誇りを胸に、高い倫理観を持って事業に取り組み、個

の成長に努めるとともに豊かな地域社会づくりを推進し、社会的使命を果して行きます。
※チームNTTとは、派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員のみならず、パートナーの皆様、NTTグループ
のCSRに賛同する退職した方々です。

CSRメッセージ

最良のファシリティソリューションをとおして、豊かな社会と
地球環境の形成に貢献します。

創造的な企業文化を育み、お客さま満足の向上に努め、
ファシリティソリューションのリーディングカンパニーを目指します。

一人ひとりが自信と責任を持って行動し、お客さまの信頼と期待に応えます。 
コーポレートガバナンス

　経営の健全性と透明性を確保するとともに、企業価値を高めるためコーポレートガバナンスの充実を図っています。

　取締役は、原則月1回開催される取締役会において、経
営に関する重要事項について、関係法規、経営判断の原則
および善良なる管理者の注意義務等に基づき決定を行うと
ともに、定期的に職務の執行状況等について報告していま
す。また、会社経営・グループ経営に関する重要事項を課
題ごとに議論し、適正な意思決定を行うための経営会議、

各種委員会を設置しています。
　監査役会は、社外監査役3名で構成され、各監査役は取
締役会など重要な会議に出席するほか、業務の執行状況に
関し適宜監査を行っており、そのための専任組織、スタッ
フを有しています。

社会的使命

経営理念

行動理念

CSRテーマ

NTTグループCSR憲章

株主総会

NTTファシリティーズグループ各社

企業倫理委員会
CSR委員会

情報セキュリティマネジメント委員会

地球環境保護推進委員会

人権啓発推進委員会

リスクマネジメント委員会
CS向上委員会
技術委員会
安全推進委員会

NTTファシリティーズ本社CSR推進室

■NTTファシリティーズガバナンス体制 ■NTTファシリティーズグループCSR推進体制

社内各種委員会

社長

経営会議

取締役会 会計監査人 監査役会

各エリアCSR推進室

・NTTファシリティーズ中央
・NTTファシリティーズ北海道
・NTTファシリティーズ東北
・NTTファシリティーズ東海
・NTTファシリティーズ関西
・NTTファシリティーズ中国
・NTTファシリティーズ九州

グループ３社CSR担当者

・NTTファシリティーズFMアシスト
・エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発
・NTTファシリティーズ総合研究所

監査役室
本社内各組織CSR担当者

お客さま

地域社会従業員

NTTグループ
サプライヤ・
協力会社

購入

グリーン購入

パートナーシップ

社会貢献
災害対応
広報活動

労働力

雇用
教育

人権保護
健康管理

協力・連携

協力・連携 製品・
サービス

製品・
サービス

安心・安全に十分な配慮をしな
がら良質の製品とサービスを
提供し続けることで、お客さま
の期待と信頼に応えています。

快適で安全な労働環境を提
供することで、一人ひとりが
能力をフルに発揮できる条
件づくりを進めています。

グリーン調達ガイドライン
に従い、環境への配慮が行
き届いた製品・サービスの
開発に努めています。

それぞれの技術やノウハウ、
ネットワーク等を活用し合い、
そのシナジー効果を最大限に
活かした商品とサービスの開
発に取り組んでいます。

社会貢献や災害対応などの活
動を通して地域の人々と良好
な関係づくりを進めています。

ステークホルダーとの関わり

NTTファシリティーズグループのCSR活動

コーポレートガバナンスの強化

NTT ファシリティーズグループは、
さまざまなステークホルダーの皆さまのご期待におこたえし、
企業価値の向上に努めます。

� �
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「企業倫理委員会」の設置
　社員からの不正行為の申告・相談事項の事実関係の調査・
究明等、企業倫理の確立に向けて取り組んでいます。

「企業倫理ヘルプライン」相談窓口の設置
　不正・不祥事の申告、相談を受け付ける相談窓口（社内
窓口・社外受付窓口）を設置し企業倫理体制の強化を図っ
ています。

企業倫理の取り組み
法令および社会的規範、社内規則の遵守はもとより、責任と誇りを胸に、
高い倫理感を持って事業を運営していくことが重要と考え、企業倫理体制の確立、
強化および社員教育等により、不正・不祥事のない企業風土づくりを進めています。

CSRの4本柱　その①

CSR研修の実施
　2006年6月の「NTTグループCSR憲章」の制定を受け、
CSRの実践に向けた考え方等の浸透を図るため経営層を対
象としたCSR研修を9月に実施しました。
　また、「新入社員研修」、入社2年目社員を対象とした

CSR標語等の募集
　「企業倫理」「情報セキュリティ」「環境」「人権」に関わ
るCSR標語・ポスター・作文を当グループの社員等および
その家族から募集し、優秀作品を社内HPを通じて公開す
るなど、CSR意識の向上に役立てています。
　2007年度も継続し、取り組みを進めてまいります。

CSRアンケートの実施
　2006年12月、当グループ社員等を対象にCSRアンケー
トを実施しました。CSRアンケートは「企業倫理」「人権啓
発」に関わる内容で、収集した社員等の声および分析結果
から判明した課題については、2007年度の取り組みに反
映し、活動のさらなる充実強化を図ります。

■「企業倫理ヘルプライン」相談対応フロー

相談窓口の周知
　2006年7月の組織見直しを機に、従来から全社員へ配
布していた「企業倫理ヘルプライン」、「人権・セクハラ相
談窓口」の連絡先携帯用冊子の改訂を行い、新たに「職場

の悩み110番」、「カウンセリングセンタ」を追加し、全社
員へ配布しました。

％

※申告したことによる不
利益な取扱いは一切受
けることはありません。

申告者

申告された社員は申告されたこと自体を理由
とする不利益な取り扱いは一切受けることは
ありませんが、不正・不祥事の場合は、社内ル
ールに基づき処分されます。

申告
された
社員等

通常の業務遂行上の
手段・方法により上司
等に相談し難い場合
は企業倫理ヘルプラ
インの相談窓口へ

※申告に携わる全てのものに申告された情報に関し、守
秘義務を負い、違反した場合は、社内ルールに基づき
処分されます。

企業倫理ヘルプライン窓口
【本社・各地域会社のＣＳＲ推進室に設置】

審議等：企業倫理委員会
対　応：CSR推進室
　　　 （企業倫理推進担当）

メール・手紙・ＦＡＸ・電話による申告

氏名の明示は詳細な調査が困難な場合は
申告者の意向を確認します。

書面により３週間以内に回答

CSR推進体制
　当グループでは、「企業倫理」「情報セキュリティ」「環
境保護」「人権啓発」の4本柱による取り組みを進めており、
本社および各エリアごとに設置しているCSR推進室が連携
をとりながら、グループ一体となった取り組みを推進して
います。

　また、マネジメント体制を明確にするため、CSR委員会
を設置し、CSRの基本戦略の策定と4本柱で構成する内部
委員会の活動方針について整合性の確保と研修等の一体的
運営に向けた調整等を行っています。

「STEP研修」、新任課長・新任主査研修等の「階層別研修」
においてCSR講話を実施しました。
　2007年度はCSR活動の浸透とさらなる実践に向けて、
全社員を対象としたe−ラーニング等を計画しています。

2006年度のCSRに対する取り組み

リスクマネジメント体制

　事業活動上のリスク回避、サービス品質の維持に
関する施策、事故等の原因究明や対応策等の検討を
行うため、社長を委員長とする「リスクマネジメン
ト委員会」を2007年４月に設置しました。迅速か

つ適切なリスクマネジメントを行うことにより、事
業活動における損失の未然防止・最小化を図ってい
ます。

「企業倫理推進月間」における取り組み
　当グループでは、日本経団連の「企業倫理月間」に合わせ、
毎年10月を「企業倫理推進月間」としています。2006年
度には、文書、社内HP等を通じ、CSR推進室長からのメッ
セージとして、不正・不祥事、飲酒運転、セクシュアルハ
ラスメント、情報流出、企業倫理に反する事象等がないか、
発生する恐れがないか注意喚起するとともに、社員の意識
高揚を図りました。

飲酒運転撲滅に向けた取り組み
　「飲酒運転は絶対
にしない、させない、
許さない！」を社員
自ら宣言し、各職場
でのミーティングに
おける、法的罰則等
の周知およびポス
ター、社内HP、文
書等による注意喚起
を行いました。

� �



Corporate Social Responsibility Report 2007

C
S
R
の
4
本
柱　

そ
の
②

�

Corporate Social Responsibility Report 2007

C
S
R
の
4
本
柱　

そ
の
②

�

情報セキュリティの取り組み
常に安心・安全なサービスを提供し続け、
いつまでもお客さまに信頼される企業であり続けるため、
お客さまに提供するサービスに関する情報セキュリティの維持・向上に努め、
ブロードバンド・ユビキタス社会の健全な発展に貢献します。

CSRの4本柱　その② 情報セキュリティ強化月間
　情報セキュリティインシデント等の撲滅を目指し、社員
の意識高揚を図る観点から、2005年より7月を「情報セ
キュリティ強化月間」と定め、各種啓発活動を実施してい
ます。2006年度については、社内HPによる注意喚起およ
びセキュリティ関連規程類の再周知等を行いました。

　現在、社会問題として顕著化しているファイル交換ソフ
ト「Winny等」による相次ぐ情報流出事故の防止策として、
当グループ役員を含む全社員等の自宅パソコン等の一斉点
検および確認書の提出を実施しました。
　一斉点検の実施にあたっては、Winny等による情報流出
が及ぼす影響等について、全社員等に説明するとともに、

　NTTファシリティーズグループは、常に安心・安全なサービスを提供し続け、いつまでも皆様に信頼さ
れる企業でありつづけたいとの考え方のもと、豊かな情報環境をクリエイトする総合エンジニアリング・サー
ビス企業として、情報セキュリティの維持・向上を重要課題の一つとして位置づけ、以下の方針に従い、情
報セキュリティマネジメントシステムを運用することにより、その実現を図るとともに、ブロードバンド・
ユビキタス社会の健全な発展に貢献してまいります。

当社の情報セキュリティへの取り組み
情報セキュリティの管理体制を整備するとともに、基本方針をはじめとする指針・規定類を制定するこ
とにより、情報への不正なアクセス・情報の紛失・改ざん・漏洩の防止、サービスを継続するための物
理面・システム面における厳格なセキュリティ対策の実施、社員の教育の徹底、委託先への適切な監督等、
情報セキュリティの維持・改善を図る取り組みを継続的に実施し続けてまいります。

法令、契約事項の遵守
お客様に提供するサービスの情報セキュリティ維持は、事業活動の基本であることを社員が十分に認識
し、当社事業に関連する全ての法令等およびお客様との契約事項を遵守してまいります。

情報セキュリティリスクへの対応
情報セキュリティリスクを評価する基準を確立し、必要な対策を実施し、対策の管理および有効性の監
視を継続的に実施することにより、進化し続ける情報化社会における新たなリスクにも対応してまいり
ます。

1

2

3

情報セキュリティ基本方針
NTTファシリティーズグループ

情報セキュリティマネジメント委員会
　当グループが取得・保有する会社情報を適正に管理する
ための審議・報告・決定を目的として発足。副社長を委員
長、CSR推進室長を副委員長として、2004年12月の初回
開催以降、情報セキュリティや個人情報に関する、情報管
理の徹底および定着化を責務としています。

社員等への教育・研修等の実施
　ISMSのISO化への移行および情報管理のさらなる徹
底、強化を図るため、経営者・社員のすべてが「情報管理
の徹底」を再認識するよう、階層別に各種教育・研修等を
実施しました。

　2006年度については、ISMS規格のISO化への移行に伴
うセキュリティ関連規程類等の改正および当グループ一体
となったISMSの認証取得を目指すなど、年間5回の委員
会を開催し、社員等への情報セキュリティ確保に向けた意
識の浸透に努めました。

「業務に関わる情報を自宅等社外へ持ち出さない」、「自宅
等の個人所有パソコンに業務に関わる会社情報は絶対に保
存しない」、「委託業務用端末においてWinny等を使用し
ない」ことを徹底させました。
　また、協力会社、委託会社等に対しても、同様の確認書
の提出について協力依頼を行いました。

会社情報等の情報流出防止に向けたPC等の一斉点検の実施について

　2005年4月1日の個人情報保護法の全面施行およびイ
ンターネット社会の急速な発展を背景とした情報セキュリ
ティに対する社会的要請に対応するため、2007年3月9日
付で、ISMSの国際規格の認証を本社、各ブロック支店およ
び地域会社7社で取得しました。また、当グループである、
エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発、NTTファシ

リティーズ総合研究所も同様の取り組みを実施し、認証を
取得しました。
　今後も、情報セキュリティに関する適切な啓発活動の実
施とさらなる定着化を図ることで、社会的責任を果たした
いと考えています。

ISMS国際規格「ISO/IEC27001：2005／JIS Q27001：2006」の認証取得

■2006年度　情報セキュリティ関連研修等一覧
研修名 対象者等

階
層
別

経営層研修 当グループ経営層　60名

全社員等研修（eラーニング） 当グループ全社員等　7,440名

新任課長等研修 新任担当課長　59名
新任主査等　126名

新入社員研修 2006年度新入社員　97名

I
S
M
S
構
築・

運
用

実務者研修 ISMS認証取得組織における推進者・実務者　56名

構築実践研修 ISMS認証取得予定組織における推進者・実務者　51名

内部監査員研修 全国のISMS実務者　200名

� �
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同和問題・セクシュアルハラスメントをは
じめとした人権侵害を許さない会社方針の
表明について

　当グループでは「男女雇用機会均等法」改正（ 2007
年4月1日より施行）の機を捉え、「NTTファシリティー
ズグループ人権に関する基本方針」および「セクシュアル
ハラスメントの防止について」を制定し、同和問題・セク
シュアルハラスメントをはじめとした人権侵害を許さない
旨の方針を明確にし、全社員等に周知しました。
　この方針を具現化していくため、まず、組織の管理者を
対象に研修を行い、改正点や留意点等を解説するとともに、
人権問題全般に対するグループとしての取り組みの再徹底
を図りました。さらに、グループ内の人権啓発推進体制を
再度見直し、問題の未然防止・早期発見・迅速な対応のた
め有効に機能する担当者配置をしました。今後より一層担
当者教育に努めていきます。

人権啓発の取り組み
人権問題は職場環境を悪化させ、企業の社会的評価を低下させるとの認識に立ち、
未然防止に向け積極的な取り組みを行っています。

CSRの4本柱　その④

研修 具体的な内容 対象

人権ミーティング ・相談を受けた際の対応方法等の
指導

・職場の悩み110番の開設

窓口相談担当者
管理者等

新入社員研修 ・同和問題とは
・セクシュアルハラスメントとは
・被害を受けたら

新入社員

新任課長等研修 ・セクシュアルハラスメントとは
・パワーハラスメントとは
・「パワハラ」といわれないために
・相談を受けたら

新任課長
主査

社外講習会 ・第37回部落解放・人権夏期講座
・2006年度人権啓発採用担当者

養成講座
・部落解放研究第40回全国集会

ほか

社員等

人権相談窓口の充実
　従来からグループ各社に「人権・セクハラ相談窓口」を
設け、セクシュアルハラスメントをはじめ、社員等の様々
な相談に応じる体制を整えていますが、2006年には新た
に社外の相談窓口として、「職場の悩み110番」を開設し、
女性相談員を配置する等により、一層利用しやすい体制の
確立を目指しています。

人権啓発推進委員会
　2007年3月には、人権啓発推進委員会を開催し、当グ
ループ各社の2006年度の人権啓発に対する取組状況や
優良施策をグループ各社経営層および組織のトップに水平
展開しました。

人権週間の取り組み
　法務省と全国人権擁護委員連合会は、世界人権宣言が採
択された12月10日を最終日とする１週間を「人権週間」に
設定しており、当グループとしても、12月の人権週間にあわ
せ、人権にちなむポスター・作文・標語の応募作品の中から、
優秀作品の表彰を実施するとともに、優秀作品を社内HPで
紹介し、社員の人権意識の向上に繋げています。
　また、優れた標語を東京人権企業連絡会の「人権啓発標
語」に応募するなどの取り組みも行っています。

■人権啓発関連研修等一覧

対象 応募総数 表彰作品数

社員等
および
その家族

・ポスター　　13点
・作文　　　　  7点
・標語　　3,314点

・ポスター　　13点
・作文　　　　　7点
・標語　　　　47点

■人権にちなむポスター・作文・標語の募集
　（優秀な作品には表彰状と副賞を贈呈）
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環境保護の取り組み
NTT ファシリティーズグループは、
環境保護推進体制の構築による効果的な環境マネジメントの実施と環境事業を通じて、
地域・社会の環境・エネルギー問題解決に積極的に取り組み、環境負荷低減に貢献します。

CSRの4本柱　その③

基本方針
地球環境保護に寄与するエンジニアリング・サービスの提供
当社が培ってきた技術力、ノウハウを社会に提供し、地球環境保護に
貢献します。

企業責任の遂行
全社的なマネジメントシステムの構築により自主的な環境保護に取り
組み、環境汚染の未然防止と環境リスク低減の推進を図ります。

社会活動への参画・支援
企業の社会貢献として、地域住民、行政等と連携した日常的な環境保
護活動への参画・支援を行うとともに、CSR報告書の公開により社内
外とのコミュニケーションを図ります。

3

2

1

本社／NTTファシリティーズ中央 グランパークタワー、Ｇ.Ｈ.Ｙビル、アーバンネット三田ビル、田町きよたビル 2002年1月15日
北海道支店／NTTファシリティーズ北海道 ブロックエリア内全支店取得 2004年8月4日
東北支店／NTTファシリティーズ東北 五橋第２ビル 2003年3月7日
東海支店／NTTファシリティーズ東海 ブロックエリア内全支店取得 2001年10月26日

関西事業本部／NTTファシリティーズ関西 ブロックエリア内全支店取得 2000年12月18日
中国支店／NTTファシリティーズ中国 ブロックエリア内全支店取得 2002年2月22日
九州支店／NTTファシリティーズ九州 NTTデータ博多駅前ビル・八千代ビル 2003年3月28日

■NTTファシリティーズグループのISO14001認証取得状況
登録組織 登録事業所 取得年月日

■環境関連有資格者

危険物取扱者（甲・乙・丙種） 3,191
公害防止管理者 22
建築物環境衛生管理技術者 712
衛生管理者（一種・二種） 112
空調環境測定実施者 17
廃棄物処理施設技術管理者 7

資格名称 取得者数（名）
浄化槽管理士 22
環境プランナー 1
内部環境監査員 225
環境マネジメントシステム主任審査員 2
環境マネジメントシステム審査員 1
環境マネジメントシステム審査員補 9

資格名称 取得者数（名）

基本理念
NTTファシリティーズグループは、豊かな情報環境
をクリエイトする総合エンジニアリング・サービス企
業として、「快適で信頼性の高い情報環境を整備・創
造することで広く社会の高質化に寄与する」との理
念に基づき、人類が自然と調和し、未来にわたり持
続可能な発展を図るため地球環境の保護に向けて全
社を挙げて取り組んでまいります。

10 11

環境保護推進体制
　事業活動に伴う環境負荷低減などをグループ横断的に推
進するため、常務取締役を委員長とする「地球環境保護推
進委員会」を設置し、地球環境保護基本理念・基本方針の
策定・見直しや2010年度に向けた環境負荷低減目標であ
る「環境保護推進アクションプログラム」（P23）を策定し、

地球環境保護基本理念

PDCAを回しながら継続的な改善を図っています。
　環境保護推進アクションプログラムの実施については、
CSR推進室（環境保護推進担当）と本社・各地域会社の環
境担当が連携をとりながら取り組みを進めています。

ISO14001の認証取得
　支店・地域会社では、環境保護に向けた一体的な取り組
みを推進しており、ISO14001認証取得において地域ごと
に環境マネジメントシステムの統合を図りました。今後は

事業活動と一体となった環境保護のさらなる推進や県域支
店への登録拡大などの取り組みを進めていきます。

社員等への教育・研修の実施
　環境意識のさらなる醸成を図るため、地球環境保護推
進委員会メンバーを対象としたトップセミナーの開催や
ISO14001の登録組織において全社員等を対象とした環
境教育などを実施しています。また内部環境監査員養成研
修を2回実施し、登録サイトの拡大や異動等による監査員
の確保に対応しています。
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中西大尚
事業開発部
事業企画部門

日々「温暖化」の話題を耳にします。事実、温暖化による様々な異常気象が頻発しており、世
界中が一体となった取り組みが求められています。企業にとっても環境への配慮は避けて通れ
ない経営課題となっています。「Green Integration」を通して環境問題と企業経営に貢献で
きるよう推進していきます。

NTTグループトータルパワー改革運動

　NTTグループの電力使用量は、2005年度で約82億
kWhであり、日本全体の販売電力量の約1％を占めていま
す。当社は、NTTグループ全体の省エネルギー活動である

「トータルパワー改革運動」※2を通して、エネルギー使用効
率の高い電源装置・空調装置の開発・導入、保守運用にお
ける省エネルギーや購入電力の抑制を推進し、2005年度
で約1.7億kWh（一般家庭の電力使用量に換算して約5万
世帯分）の電力削減を実現しています。なお、その累積効
果は、過去8年間で約19億kWhに達しています（当社試算）。
　通信設備の省エネルギーで培った技術により高い信頼性
を要求されるデータセンターやサーバルームなどのIT施設
におけるエネルギーコスト削減と地球環境への負荷低減を
行っていきます。

クリーンエネルギーシステム
　太陽光発電、風力発電など、これまでに全国で318シ
ステム約5,580kWのクリーンエネルギーシステムを導入
しています（ 2006年度末現在）。メガワットクラスのク
リーンな電力を供給するメガソーラー事業をはじめ、ソー
ラーシステムの構築を通して、新エネルギーの導入を推進
していきます。

環境建築デザイン
　NTTグル−プでは、「建物グリ−ン設計ガイドライン」※3を
制定し、早くから環境にやさしい建物設計に取り組んでいま
す。本ガイドラインやCASBEE※4により、地球環境にやさし
い空間を提供するとともに、環境に配慮した良質な建築のス
トック形成、建物運営における低コスト化に貢献していきます。

今後の取り組み
　これまでの実績を踏まえ、企画・設計から構築・運用・
改善まで全ての領域で、お客さまの立場に立った一貫した
環境マネジメントサービスを提供することにより、地球環
境と企業経営の両立を目指しています。お客さま、企業経
営、地域社会、そして地球環境にも貢献するソリューショ
ンを提案し、より多くのステークホルダーの皆さまと多様
な価値を創造していきます。　

環境省「メガワットソーラー共同利用モデル事業」

秋葉原 UDX（CASBEE：S クラス）

データセンターの省エネルギー化

※2　トータルパワー改革運動
NTTグループが所有する全国のビル約4,000棟におけるエネルギーマネジメントの推進、エネルギー効率の高い電力装置や空調装置の導入、サー
バ・ルータなどIP関連装置への直流給電化による低消費電力の推進および太陽光・風力発電システムなどのクリーンエネルギーによる電力自給率
の向上などを実施する温暖化防止に向けた取り組み。

※3　建物グリーン設計ガイドライン
ライフサイクル全体にわたる環境への影響を低減するためには、建物の計画・設計段階からさまざまな影響を予測し、適切に対策を推進するための
ガイドライン。詳細はP28参照。

※4　CASBEE（Comprehensive Assessment System for Building Environmental Efficiency  建築物総合環境性能評価システム）
建築物の環境性能で評価し格付けする手法。省エネや省資源・リサイクル性能といった環境負荷削減の側面はもとより、室内の快適性や景観へ
の配慮といった環境品質・性能の向上といった側面も含めた、建築物の環境性能を総合的に評価するシステム。

ファシリティの環境トータルマネジメントサービスを提供開始

地球環境と企業経営に貢献する「Green Integration」
地球環境問題と経営課題に対応するため、NTTグループで培った実績やノウハウを活かし、環境経
営支援、環境負荷低減、環境リスク対策をトータルにマネジメントする新たなサービス「Green 
Integration」の提供を開始しました。

地球温暖化対策に対する社会的ニーズに応える

　世界的な平均気温の上昇、氷河の後退や永久凍土の融解、
熱帯低気圧の大型化、大雨による洪水、熱波、干ばつなど、
世界各地で異常気象が頻発しており、地球温暖化の影響が
顕在化しています。2007年2月に発表されたIPCC（気候
変動に関する政府間パネル）※1の第4次評価報告書第1部
作業部会報告書（自然科学的根拠）によれば、人為起源の
温室効果ガスの増加が地球温暖化の原因であるとほぼ断定
されています。
　京都議定書の第1約束期間のスタートを2008年に控
え、地球温暖化対策、温室効果ガス削減に対する社会的
要望はますます高まり、企業経営にとっても重要な課題
となっています。NTTファシリティーズが開始した新しい
サービス「Green Integration」は、このような地球環境
問題と経営課題に対応するため、これまでNTTグループ
で培った実績やノウハウを活かし、環境経営支援、環境負
荷低減、環境リスク対策をトータルにマネジメントするも
のです。

環境コンサルティング

建物長寿命化

廃棄物処理

省資源（3R） 環境創造・修復

省エネルギー

新エネルギー

温暖化対策

企業の環境経営を建築・エネル
ギー・FMから多角的にサポー
トし、企業の環境価値向上と
CSR経営の推進に貢献。

●環境コンサルティング
●環境創造・修復
●省資源（3R）

環境経営支援
省エネルギーの実施、新エネル
ギーの導入、建物の長寿命化に
よる省資源化を通して、企業活
動における環境負荷を低減。

●温暖化対策
 　・省エネルギー
　 ・新エネルギー
●長寿命化

環境負荷低減
企業活動によって生じる有害
廃棄物などによる、人の健康や
環境におよぼすリスクを低減。

●廃棄物処理

環境リスク対策

■サービスメニュー

※1　IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change  気候変動に関する政府間パネル）
　人為的な気候変動のリスクに関する最新の科学的・技術的・社会経済的な知見をとりまとめて評価し、各国政府にアドバイスとカウンセルを提
供することを目的とした政府間機構。
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ヒートアイランド対策として効果が期待できる

屋上サツマイモ水気耕栽培システム
都市特有の熱汚染とよばれている「ヒートアイランド現象」が問題になっています。NTTファシリ
ティーズグループでは、屋上緑化で主体となっている、軽量・薄層型の芝生やセダムよりもヒート
アイランド対策効果が期待できる「サツマイモ水気耕栽培システム」の提供を行っています。

暑くなる都市
　都市では地球温暖化の影響を上まわって平均気温が上昇
しています。これを「ヒートアイランド現象」と呼んでい
ます。その結果として熱帯夜・熱中症の増加や都市異常気
象が発生しており、都市では緑化や省エネルギー対策が求
められています。

上田里絵
事業開発部
環境ビジネス部門

サツマイモ屋上緑化は、葉が茂るとさまざまな生物が集まります。屋上の有効利用をはじめ、
環境教育の場や居住者間のコミュニティ形成の場として活用していただき、環境問題を考える
きっかけになればと思っています。今後も建物からつながる、さまざまな環境にやさしい技術
を提供していきたいと考えています。

都市を冷やすサツマイモ
　NTT都市開発と当社は、アーバンネット三田ビル（東京
都港区）において、このシステムによるヒートアイランド対
策効果を検証するための実測を行いました（ 2006年7〜
10月）。実測の取り組みと結果は2006年10月末日に報道
発表し、TV・新聞・雑誌など多数のメディアに取り上げられ
ました。晴天時、緑化した屋上表面温度は最大27℃の低下
がみられ、1日を通して屋根表面温度が低く維持されている
ことがわかりました。また、日照時の熱収支※1を集計した
結果、太陽などから降りそそぐ正味エネルギーの約80％を
サツマイモの蒸散作用により吸収し、ヒートアイランド対策
として有効であることがわかりました。

※1　熱収支：ある面への入力（太陽等からの正味エネルギー）
　　　と出力（顕熱・潜熱・伝導熱）のバランスのこと。

■屋上サツマイモ水気耕栽培システムの概要図

■ヒートアイランド現象
　〜首都圏の熱帯夜の日数（1998〜2000）環境省〜

「ヒートアイランド」
とは、都市部の気温が
郊外に比べて島状に高
くなる現象のことで
す。
東 京 の 平 均 気 温 は
100年 で 約3 ℃ 上 昇
しています。ビルの屋上でできる簡易な緑化システム

　屋上緑化の数は年々増加しています。しかし約80％は
新築の建物であり、既存の建物への導入は屋根面の耐荷重
などの問題からあまり進んでいません。当グループでは、
都市を冷やす効果の高い「サツマイモ」を屋上で栽培する

「屋上サツマイモ水気耕栽培システム」を推進しています。
このシステムは水に肥料を溶かした“液肥”をポンプで循
環させて栽培します。なぜ屋上で「サツマイモ」なのか？
　主な理由を4つ示します。
・植栽基盤である栽培ユニットは約1m2。そこから25倍

に広がる、すぐれた生長力をもっています。
・システムが小さく軽量化されており、既存のビルにも設

置できます。
・葉は大きく、また幾重にも重なり合っているため、優れ

た蒸散量、遮熱効果があります。
・サツマイモが収穫できるという楽しみがあります。

■屋上表面温度の実測結果

実
施
後実

施
前

■生育状況

世界初、地球にやさしい直流給電方式を全面採用

情報通信の継続を強力にサポートする高信頼・高効率のシステムを開発
情報通信サービスの安心・安全・信頼を強力にバックアップするため、情報通信システム用の電源・
空調装置を24時間365日絶え間なく監視・制御するとともに、設備管理・保守作業管理等、幅広
い業務を横断的にサポートできる新たなオペレーションシステムを開発し、2006年12月から運用
を開始しました。

大規模な災害発生から情報通信システムを守る

　本システムは、大規模な災害発
生時でも平常時と同様の監視・制御
機能を有するように考えられたオペ
レーションシステムです。今日、企
業にとって生命線とも言える情報通
信システムが停止するリスクを低減
し、通信の継続性を強力にサポート
します。
　本システムをはじめとする各種オ
ペレーションシステムにより、全国
約8000ビル、20万装置におよぶ電
源・空調装置に対して、お客さまの
ニーズに合わせた監視・保守サービ
スを提供します。
　この規模のオペレーションシステ
ムとしては世界で初めてサーバ電源
に直流給電方式を全面採用した、地
球環境にもやさしいシステムです。

■24時間365日絶え間なく監視制御する高信頼オペレーションシステム

栗林達広
O&S事業本部　技術部
オペレーション推進担当

新たな直流電源の開発など、IT機器メーカの協力も得て高信頼で地球環境にもやさしいオール
直流化が実現できました。情報通信システムはもちろん、オペレーション業務に関連するシス
テムにおいても、信頼性や環境性に優れる直流給電方式を広めるよう今後も取り組んでいきた
いと思います。

オール直流化による高信頼・高効率化・省スペース化を実現

①高い信頼性（交流給電方式の10倍）
　直流給電方式は電源装置の出力電圧を制御するだけで運
転が可能になるため、複雑な回路構成の交流給電方式に比
べ回路構成が非常にシンプルです。さらに、停電・故障時
などには蓄電池から負荷へ直接電力が供給されることか
ら、交流給電方式に比べ約10倍の信頼性を得ることがで
きます。
②高効率で地球環境にやさしい（交流給電方式より20％高効率）
　バックアップ用蓄電池は直流動作のため、交流給電方式
ではAC→DC→ACと交流を一度蓄電池に充電するために
直流に換え、再び交流に戻すので2回の変換を必要としま

す。一方、直流給電方式はAC→DCの1回の変換で済むた
め変換ロスと発熱が小さく、一般的に交流給電方式に比べ
てトータルの変換効率が高く、最大20％程度向上する地
球環境にやさしいシステムです。

③設置面積の省スペース化（交流給電方式の1/2）
　回路構成がシンプルなことから、同じ電力容量の交流給
電方式に比べると約1/2の電源設備スペースで済みます。

保守者
支援端末

携帯端末

情報転送装置

IP電話電源装置 空調装置

保守者支援端末 IP電話
監視端末 予備端末

危険分散装置

各種ノード

IP電話

切替

切替

東日本オペレーションセンタ
保守センタ等

ビル

西日本オペレーションセンタ

オール直流化

サーバ等冗長化

相互代替機能の
付加

ネットワーク
二重化

システム性能の向上
高負荷対策の実施

ネットワーク
0系

ネットワーク
1系

■オール直流化（高変換効率）による省エネルギー
■年間約220万円の電気料金の低減
■年間77tの二酸化炭素排出量の削除

　本システムでは、データベースサーバ、ストレージおよびルータ等のすべてに直流給電方式を採用しています。
直流給電方式の特徴は次のとおりです。

ヒート＝熱 ＋ アイランド＝島
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　当社は、2006年に採択された長野県佐久市のLLP「佐
久咲くひまわり」、高知県のLLP「よさこいメガソーラー」
に参画しています。LLPは、1MWの太陽光発電設備を、地
域の方々と共同利用するさまざまな取り組みを実施してい
ます。
　「佐久咲くひまわり」は、6社1団体で構成される日本初
の地域新エネルギーLLPです。太陽光発電設備をLLP参画
企業の工場屋根部分に50kW〜100kW規模で設置し、企

業 のCSRに も 貢
献しています。ま
た、「ソーラー工
作教室」など環境
教育を実施すると
ともに、佐久ブラ
ンドの教材開発に
も着手。そして、
市内イベントへの
出展等で、市民に
対して環境貢献活
動 を 伝 え て い ま
す。「環境」をキー
ワードにした地域
活性化は「佐久モ
デル」と称され、

省エネ法に基づく『登録調査機関』による確認調査制度を通じて

大規模工場・事業場のエネルギー使用量等確認調査業務を開始
NTTファシリティーズは、省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）に基づく登録調査
機関として経済産業省への登録が完了し、全国の一定規模以上のエネルギーを使用する大規模工場・
事業場（以下、エネルギー管理指定工場）を対象に、省エネ法の遵守状況について調査する「確認
調査業務」を2007年4月2日から開始しました。

これまで事業の中で培ってきた技術やノウハウを活用

　世界的なエネルギー需給の逼迫など現代のエネルギーを
巡る諸情勢を踏まえ、2006年4月1日に「改正省エネ法」
が施行されました。この「改正省エネ法」では、従来にも
増して省エネルギー対策の強化が求められました。熱・電
気の一体管理により規制対象工場・事業場が増加する中で、
その執行を強化するためには、遵守状況について効率的に
調査・分析を行うことのできる体制を構築することが必要
不可欠となり、民間の第三者機関による登録調査機関制度
が創設されました。
　このような情勢を踏まえ、当社は登録調査機関として経

済産業省への登録を行い、「確認調査業務」を開始しました。
これまで電気通信事業の中で培ったエネルギー・環境に
関する技術ならびにNTTグループの大規模ビル（第一種、
第二種エネルギー管理指定工場）におけるエネルギー管理
を行う中で獲得してきた省エネのノウハウを活かし、全国
のエネルギー管理指定工場を対象とした確認調査業務を遂
行します。本業務は「Green Integration」の一環として、
省エネ対策に関するアドバイスを実施することで、省エネ
活動の業務サポートならびに省エネ活動を推進します。

■確認調査業務概要

京都議定書の発効により、地球環境負荷低減に向けた企業の社会的責任（CSR）
がますます高まっており、温室効果ガス削減への取り組みは、重要な経営課題と
なっています。当社は、エネルギーマネジメント業務を推進し、IT×エネルギー×
建築の技術を融合したファシリティソリューションを通して環境保護活動に取り
組んでいきます。

登録調査機関の制度および業務の概要

　「改正省エネ法」によって創設された登録調査機関とし
てエネルギー管理指定工場に対して主務大臣（経済産業大
臣および事業を所管する大臣）に提出が義務付けられてい
る定期報告の内容と同等の事項（エネルギー使用量やエネ
ルギー消費原単位を含むエネルギーの使用の状況、エネル
ギーを消費する設備の設置の状況、エネルギーの使用に
伴って発生する二酸化炭素の排出量等）について、書類検
査および立入調査を行い、確認調査の結果、取り組みが省
エネ法に適合していると認められた場合は、その年度内に

限り、定期報告書の提出や合理化計画の作成指示に関する
規定等の適用が除外されます。
　また、第一種エネルギー管理指定工場については、経済
産業省により行われる工場現地調査（業種指定調査、無作
為抽出調査）対象から除外されます。

確認調査の申請

書類検査・立入検査

確認調査結果報告

定期報告書・合理化計画の免除

現地調査対象からの除外

［適合時］適合証明書発行

登録調査機関エネルギー管理指定工場

所轄経済産業局

除外

不要

NTT
ファシリティーズ

NTT
ファシリティーズ

「地球温暖化対策」と「地域活性化」を大規模太陽光発電で実現

環境省「メガワットソーラー共同利用モデル事業」
環境省が2006年に開始した「メガワットソーラー共同利用モデル事業」。1MWの太陽光発電シス
テムを民間事業体が設置し、国・自治体・企業・市民が共同で利用することで、地球温暖化対策と
地域活性化に取り組む事業です。NTTファシリティーズは長野県佐久市・高知県の2つの地域で有限
責任事業組合（LLP）に参画し、「環境貢献」と「地域貢献」を実践しています。

CO2削減—地球温暖化対策のトリガー

　環境省では、2006年より太陽光発電による地球温暖化
対策「ソーラー大作戦」に取り組んでいます。「メガワッ
トソーラー共同利用モデル事業」もその1つです。1地域
で導入される太陽光発電設備は1MW。これは年間の総発
電量110万kWhを創出し、一般家庭320世帯分の年間使
用量に相当します。CO2も1108tの削減が期待でき、こ
れは310ha分の森林吸収効果に相当します。
　わが国の「新エネルギー導入大綱」では2010年までに

4,820MWの太陽光発電システムの導入を見込んでいま
すが、2005年までの導入量は、残念ながら1,422MWに
とどまっています。
　当社は2004〜5年に「太陽光発電メガソーラー事業の
システム構築に関する技術開発」を委託され、事業性・技
術性を調査してきました。メガソーラー事業を通じ、太陽
光発電の普及に継続して貢献しています。

全国企業の強みを活かし「環境」をキーワードに、地域の活性化を
支援しています。また、取り組みを通じて切磋琢磨して生まれた地
域の方々やLLP参画企業様との絆を大切に、ともに環境価値を創造
していきます。
取り組みの詳細は「メガソーラーってなんだろう？」
http://www.ntt-f.co.jp/megasolar/を参照ください。

太陽光発電による地域活性化−長野県佐久市と高知県のLLPに参画

視察者も数多く訪れています。
　一方、「よさこいメガソーラー」は、エネルギー自給率
を高めるべく、新エネルギービジョンを導入している高知
県とビジョンを共有しています。日照時間の豊かな土地柄
を活かした「地産地消」の自然エネルギーの利活用は、エ
ネルギーセキュリティの側面からも推進すべき事業です。
また、保育園・幼稚園や小規模事業者の設置場所では、今
後は環境教育の実践の場所としていく計画です。グリーン
電力証書など「環境価値」を活かした事業展開も予定され、
トータルな地球温暖化対策事業に取り組んでいます。

サービス提供 地域支援 /活性化 企画 /建設支援

㈱NTTファシリティーズ長野吉田工業㈱ 佐久商工会議所

㈱カウベルエンジニアリング 樫山金型工業㈱ 双信電機㈱ ㈱中川電機製作所

環境省事業支援、事業への助成、市・企業との調整
佐久市 商工会議所　等

運営 /維持管理
事務局

LLP事業体

佐久咲くひまわり

出資・共働

LLP支援 補助

■佐久市メガソーラー事業＜事業推進体制＞

藤間みゆき
エネルギー事業本部
技術部
新エネルギー担当

本宮 晋
高知支店長

石橋秀之
NTTファシリティーズ関西
エネルギー事業部
ソリューション担当

■登録調査機関
　登録通知書

並木 隆 鈴木直行

カウベルエンジニアリング様設置事例

O＆S事業本部
サービスマネジメント部
エネルギー管理担当
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環境・安全に配慮した超高層オフィスビル

豊洲センタービルアネックス
豊洲センタービルアネックスは、2001年に東京都都市計画局が策定した「豊洲1〜3丁目地区まち
づくり方針」に基づき、超高層ゆえに地域に与える影響、環境負荷の低減、省エネ対策、安全性等
に配慮して建設された超高層オフィスビルです。近年ベイエリアの新しい都市づくりとして脚光を
浴びている豊洲地区の玄関口にふさわしい象徴的なツインタワーとして、2006年8月に竣工しまし
た。CASBEEによる建物の環境性能評価はAランクに格付けされています。また、周辺には当社が
手がけた芝浦工大豊洲キャンパスも建設されました。

人と地球にやさしい取り組み
　火災に対しては避難
安全検証や耐火性能検
証など科学的なシミュ
レーションを行い、地
震に対しては制震構造
を採用、さらに雷害対
策として新JIS規格を
適用し、外部雷保護シ
ステムの構築により安
全性の高いオフィスビ
ルを実現しました。
　空調用冷媒には、地
球温暖化係数およびオ

ゾン層破壊係数ゼロを採用、また氷蓄熱の利用により電力
や二酸化炭素の排出量を削減し、環境負荷の低減を図って
います。機械室等の消火設備は窒素ガスを採用、建材はシッ
クハウス対策の徹底（F☆☆☆☆※建材の使用等）、ゼロア
スベスト仕様の徹底を図り、地球環境および人体への影響
に配慮しています。
　また、ビル風対策、TV電波障害、交通量の検討等を行い、
周辺環境への影響を考慮しています。さらに、豊洲地区全
体の緑の連続性を配慮し、街路と広場の緑地を一体的に整
備、また大きな二つの広場を含む歩行者空間は変化に富ん
だ景観のシークエンスを楽しめるよう整備しました。

■建築主

株式会社IHI
（旧石川島播磨重工業株式会社）

■設計者

NTTファシリティーズ・
日本設計・RIA設計JV

山吉弘明
建築事業本部
都市建築設計部

働く人々がより快適に生活することができるよう明るく開放的なエントランスホールをはじめ
トイレや廊下にも外光が入るよう工夫し、効率的な業務を行えるよう1フロア連続したオフィ
ス空間を実現しました。また、ここで働く人々や地域の人々のコミュニケーションの場として
開放された飲食店は、街区の賑わいを演出していますし、北側に設けた広場はさまざまなアー
トや水や緑に溢れ、誰でも利用できるアメニティ空間となっています。

明るく開放的なエントランスホール

エネルギー削減で“グリーン”な情報基盤を構築する

環境に配慮した次世代のデータセンター
近年のICTシステム構築では、サーバーの高性能化・高密度化により、1ラックあたりの消費電力量・
発熱量が増加しています。NTTファシリティーズが構築する“グリーン”なデータセンターは、「信
頼性」「経済性」「地球環境への配慮」を追求し、豊富な実績・経験から生まれた確かな技術力と多
彩なサービスにより、データセンターにおけるさまざまなニーズにお応えします。

　大規模データセンターを
構築する場合、立地する場
所の災害に対する安全性、
建物の耐震性、電源や空調
システムの信頼性、回線な
どの通信対応性・保守性な
ど、ネットワークを支える
ための総合力が必要となり
ます。
　当グループは、総合エン
ジニアリング・サービス企
業としての経験とノウハウ
を基盤に、設備の企画・提
案、設計、工事から保守・
維持管理までをトータルに
サポートする体制を整えて
います。NTT通信用建物建
設・運営維持で培ってきた
建築、電源、空調、セキュリティ、保守・監視といったコ
ア技術を有効に活用することで、データセンター環境構築

NTTファシリティーズ中央
営業本部
ソリューション営業部

地球環境保護への意識が高まっている今日では、莫大な電力を消費するデータセ
ンターをいかに”グリーン”にするかがポイントです。今後も「信頼性」と「グリーン」
が両立するデータセンター構築に向けた提案を続けていきたいと考えています。

NTTファシリティーズならではのトータルソリューション

　莫大な電力を消費するデータセンターでは、少しでも消
費電力（＝電気料金）を削減し、地球環境保護に貢献する
ことが求められています。データセンターにおいて、ICT
機器以外の装置で消費電力が大きいものは、空調システム
とUPSのようなバックアップ用の電源装置による電源ロ
スです。
　ICT機器を効率的に冷却するため、当グループは新しい
空調トータルソリューション（ACORDIS  アコーディス）
を提供しています。高効率な空調機を採用するだけでなく、
気流やレイアウトまで含めた部屋全体でのエネルギー効率
を高める画期的なソリューションで、2006年日本建築学
会「技術賞」を受賞しています。

データセンターにおける省エネルギー

　次に、当グループが推進しているのが、「高効率」「高
信頼」なバックアップ電源である直流電源システム（DC 
POWER）です。DC POWERは交流電源（UPS）と比較
して、シンプルな構造になっているため、効率が高く、故
障率が低い電源装置です。そのため、DC POWERの採用
により、電力使用量を最大20％程度削減し、約10倍の信
頼性を得ることが可能です。
　データセンターは一般オフィスに比べ数十倍も電力を使
うため、空調・電源のランニングコストが数％落ちるだけ
で大きなコストダウンとCO2排出量削減が期待できます。
当グループは、省エネ効果の高いデータセンター構築を推
進し、“グリーン”な情報基盤構築に貢献していきます。

天井マウント型クーラー

耐震支柱
新消火システム
UPS（無停電電源装置）

受電装置

発電装置

ファイバーガイド

監視装置

蓄電池

多孔二重床パネル

フロアマウント型エアコン
〔FMACS〕

直流電源システム
〔DC POWER〕

入室管理システム
〔WAKENET〕

電力室

サーバールーム

オフィス

19インチラック
プレナムガイド

にかかわるあらゆるソリューションをワンストップで提供
するトータルソリューションを実現しています。

西野幸子 中路敏昭

※　F☆☆☆☆（エフ フォースター）：ホルムアルデヒドの安全性に関するJIS基準で、F☆☆☆☆建材は使用制限なしに使える最高ランク。
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省エネルギーコンサルと管理・運用を通して

NTT東日本関東病院で省エネルギーを実現
NTTファシリティーズではお客さまとの協力のもと、省エネルギーの推進を通して環境保護に努め
ています。その中でも大幅な省エネルギーに成功した実例として、当社が建物の設計・工事監理、
建物維持管理・運用のすべてを担当したNTT東日本関東病院（以下：関東病院）の事例を紹介します。

BASを利用し情報を一元管理
　2000年に竣工した関東病院は、屋上庭園、遮熱高断熱
複層ガラス、トップライトによる自然採光など、設計段階
から数々の省エネルギー手法が採用されています。そして
竣工後は、当社のFM担当者が関東病院に常駐し、省エネ
ルギーのPDCAサイクル＜Plan（省エネ診断・計画）→
Do（省エネ計画の実施）→Check（効果検証・効果分析）
→Action（改善・見直し）＞の実践により、経営と環境に
貢献する省エネルギーコンサルを行い、管理・運用までを
一貫して担っています。
　当社ではBAS※1を利用して各種設備の情報を一元的に
管理していますが、これにより、効果的な省エネルギー施
策の実施や設備の効率的な運転を行うことが可能になりま
した。エネルギー消費量はデータベース化し、そのデータ
解析をもとに年間を通じてPDCAサイクルを回し、包括
的に省エネルギーをマネジメントしています。エネルギー
管理によって得たデータは運転管理や保守管理にフィード
バックし、より効果的なライフサイクルコストのミニマム
化につなげます。

久保島岳秀
NTTファシリティーズ中央
FM事業本部
FMサービス部

新病院開院に際しては、計画段階から設計・工事監理・建物維持管理のすべてを受注しており
ますので、運用改善についても、最良の方法をご提案できて当然、という気持ちでスタッフ一
同取り組んでいます。ただし、使う方あっての建物・設備ですから、病院スタッフや患者さま
のご協力なしには省エネは実現できません。ファシリティーズのスタッフはあくまで手助け、
脇役であるという気持ちを忘れずにこれからも省エネに取り組んでいきたいと思います。

スタッフ全員の努力で20％の省エネを達成
　関東病院ではPDCAのなかでも運用・改善面が特に充
実しており、病院スタッフが一致団結して省エネルギーを
継続する体制を整えています。具体的には、当社を事務局
とする「省エネ推進会議」を発足させ、定期的に打ち合せ
を重ねてきました。当社のFM担当者と、建物・設備の維持・
管理を行う常駐スタッフに加え、2006年からは院長と看
護部長も出席され、省エネ推進会議はいっそう充実したも
のとなりました。
　省エネ推進会議で検討・立案された計画はすでに多くが
実施され、成果を挙げています。エリアによって湿度設定
を変更することや、運転データに基づくボイラーの効率運
転により、ガス使用量を大幅に削減しました。地道な節
電と機器の運転管理により、4年かけて契約電力の10％の
ピークダウンに成功しました。
　また、病院のスタッフ全員の努力の結果、この4年間で

エネルギー全体の使用量を約20％削減できました。
　今後も、経営サイドからの期待に応えるべく、BASなど
の管理システムを効果的にFM担当者が活用し、これまで
以上に貢献ができるよう努力を続けていきます。

2003年度

ガス

電気

2004年度 2005年度
2006年度

年度別エネルギー使用量

2003年度

ガス

水道

電気

2004年度 2005年度 2006年度

年度別使用料金

光熱水費

エネルギー使用量

2004年度から委員会を立ち上げ本格的な活動を開始し、
2005年度は前年に対して徐々に効果が出てきた
●対前年エネルギー使用量 ▲9,476(GJ)
●対前年光熱水費 ▲47（百万円）

■NTT東日本関東病院のエネルギー使用量・光熱水費の推移
・省エネルギー活動が高い効果を上げている

■省エネルギー実現サイクル
・FM担当者は舵取り役であり、専門家としてのアドバイスも行う

BAS
ビル設備の
制御・監視

BEAMS※2

エネルギー消費量
や設備運転状況の
蓄積、データ管理、
レポート出力

NTTファシリティーズ
FM担当者

省エネルギーの高
度なスキルと熱意

エネルギー・運転情報 運転情報DB

省エネルギー運転・制御・フィードバック

建物・空調・電源システムのコストを低減する

次世代ネットワークのインフラ設備を構築
NTTファシリティーズグループでは、消費電力や重量が多様化したNGN（次世代ネットワーク）通
信装置に対応した技術を導入し、信頼性の高い建物・空調・電源の確保、リスクの低減および構築・
運用コストの最小化を図っています。

NTTが進めるNGN
　NTTグループでは、2010年度の光回線3000万加入に
向け、NGN（次世代ネットワーク）※1のトライアルをス
タートさせました。NGNは帯域・通信速度を保証し、セキュ
リティを向上させた統合IPネットワークであり、省コスト
で多様かつ高品質なサービスや、アクセス形態を問わない
ユビキタス環境を実現します。
　NGN通信装置は、従来の通信装置と比べ処理能力が格
段に向上したことで、その消費電力や重量も増加する傾向
にあります。このため、NGN通信装置に対する建築・空調・
電源のインフラ設備を構築する際には、十分な配慮が必要
です。	 ※1　Next Generation Network

木下 学
研究開発本部
環境・エネルギー部門

NTTグループの光回線3000万加入の実現に向けたＮＴＴファシリティーズグループの役割
は非常に大きく、NTTファシリティーズグループの社員ひとりひとりがNGNを理解し、競争
力のある情報通信サービスの構築、運用に積極的に関わって行く必要があります。これまでの
NGNトライアルの構築状況などを踏まえ、今後もＮＴＴファシリティーズグループ一体となっ
てNGNの構築、運用をサポートしていきたいと考えています。

NGNのインフラ設備構築に関わる各技術
　NTTファシリティーズグループでは、NGN通信装置に
対応した技術を導入することにより、建物・空調・電源の
信頼性の確保、リスクの低減および構築・運用コストの最
小化を図っています。NGNトライアイルにおいては、建物・
空調・電源のシステムトータルでの構築および運用コスト
の低減目標をそれぞれ15％として、取り組みを進めてい
ます。以下、建物・空調・電源の各分野で採用した主な技
術とその効果を示します。

建物の中長期運用を見据えたスペースの選定
導入建物を選定する際には、建物が中長期に利用されるこ
とを前提に考え、リスク、コストが最小限となるようにし
ています。また、NGN通信装置の設置では、標準架台と
拡張架台をペデスタル（装置の床固定金物）で一体化する
架台構成を提案し、二重床の補強コストを低減しています。

NGN通信装置を適正かつ効率的に冷却する空調設
備（FMACSⅤ）の採用

NGN通信装置の導入計画を見据えて空調機の種類、台数
を決定することで、空調機の構築コストを低減しています。
また、低外気温時に高効率運転が可能なFMACS-Ⅴ空調
機を採用することで、電算汎用空調機と比べて年間エネル
ギー消費量を約40％削減しています。

電源インフラの構築コストを低減するシステム構
成の採用

NGN通信装置の電源は直流のワイドレンジ仕様が採用さ
れたため、従来のナローレンジ用整流装置に代えて、電圧
補償ユニットや充電器架が削減できるワイドレンジ整流装
置（FR-IP整流装置）を適用することで構築コストを低減
しています。

■NGNの構築イメージ

企業LAN パソコン 電話携帯電話

iモード ISP

インターネット 新サービス

電話

地域
電話網

統合IPネットワーク
（帯域・通信速度保証、セキュリティ向上）

技術①

技術②

技術③

■建物スペース確認項目
配管（シャフト）スペー
スが確保できるか

室外機スペースが確保
できるか
排熱効率を考慮した室
外機の配置ができるか

空調気流の循環スペー
スが確保できるか

電力装置スペースが確
保できるか

室内機スペースが確保
できるか

■FMACS-V空調機の外気温度と総合効率
7
6
5
4
3
2
1
0

2,000

1,000

0
−5～−1 0～4 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～35（℃）

総
合
効
率
﹇
－
﹈

外
気
温
度
頻
度
﹇
ｈ
﹈

FMACS-V（左軸）
外気温度頻度

一般電算機用空調機（左軸）

■ワイドレンジ整流装置の外観イメージ
従
来
方
式

ワ
イ
ド
レ
ン
ジ
整
流
装
置

実装構成：最大４架
電流容量：1600A

実装構成：最大２架
電流容量：2100A

充電用整流装置 直送用整流装置

電圧補償ユニット
（10V昇圧）

整流器ユニット 整流器ユニット※1　BAS：ビルディング・オートメーション・システム
※2　BEAMS：ビル・エネルギー・マネジメント・システム
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　資源・エネルギーの投入量とそこから発生した
CO2・廃棄物などの排出量を把握し、その削減に

取り組み、社会に与える環境負荷の低減に努めて
います。

マテリアルバランス

環境マネジメントの推進
豊かな情報環境をクリエイトする総合エンジニアリング・サービス企業として、
グループを挙げて地球環境保護活動に取り組んでいます。

　当グループは地球環境保護基本理念に掲げてい
るとおり、「未来にわたり持続可能な発展を図る」
ことを目指し、事業活動を通じて取り組むべき課
題とその対策を「環境保護推進アクションプログ

ラム」としてまとめています。プログラムでは、
2010年度の目標を掲げたうえで、年度ごとの到
達目標を策定し、全社員が一丸となって環境保護
活動を進めています。

課題と目標

■マテリアルバランス（NTTファシリティーズおよび地域会社）

■環境保護推進アクションプログラム

※1 省エネルギー法によって定められた方法で算定しています。
 J (ジュール）は、仕事量、熱量、電力量を表す単位で、１J=約0.239カロリー。１GJ＝109J。
※2 主要8ビルのみを対象としています。
※3 「e-blueTM」（以降「消せるトナー」）は株式会社東芝の登録商標です。
※4 地球温暖化対策推進法によって定められた方法で算定しています。

291.1t 
（内、純正パルプ 37.1t）

紙類

事務用紙 246.9t （29.8t）
パンフレット等 44.2t （7.3t）

オフィス用電力※2

67,628GJ（686万 kWh）

社用車の使用

ガソリン 33,744GJ （975kℓ）
軽油 2,454GJ （64kℓ）
圧縮天然ガス 236GJ （6km3）

設計・研究開発・オフィス活動 建物の保守・維持管理・販売

320t
オフィス廃棄物等排出量※2

リサイクル量 181t
減量化（焼却）量 49t
最終処分量 90t

オフィス用電力※2

2,939t-CO2

社用車の使用

2,444t-CO2

☆e-blueTM※3導入等で、社員一人当たりの事務用紙を前年度よ
り約600枚削減

■事務用紙の削減

■オフィス内廃棄物の削減
☆リサイクル率57％

グリーン購入ガイドライン（　 P29）

■社用車使用にともなう
CO2排出量の削減

環境保護推進アクションプログラム
（　 P23)

低公害車導入ガイドライン
（　 P29）
☆低公害車導入率46％

環境保護推進アクションプログラム（　 P23)

■電気使用等にともなうCO2排出量の削減
☆前年度より電気使用量を2%削減

エネルギー※1　104,288GJ

温室効果ガス排出量※4　5,383t-CO2

INPUT

環境負荷低減の取り組み

OUTPUT
環境年次
レポートの作成

電気使用量の削減
（8ビル）

コピー用紙
購入量の削減

社用車使用に伴う
CO2排出量の削減

オフィス内排出
廃棄物（8ビル）

産業廃棄物適正
処理対策
（自社資産）

9,784枚／人

平均1,961kWh/人

1.030t-CO2/億円

91kg/人

処理会社の処理状況を
現地調査し、13社の適
性処理を確認

①各ブロックでEMSの
　統合を実施完了、2ブ
　ロックでEMSを拡大
②環境法令をHPで共有
③各ブロック毎に環境教
　育を実施

全てのブロックで達成
（前年度比で件数・参加
人員とも増加）

8月に発行
（本冊子、ダイジェスト版、
HPで公開）

間伐材による紙・事務用
品へ利用を拡大

8,800枚/人

ビル毎に設定
2004年度比6％削減
（1人当たり）
（平均値1,907kWh/人）

2004年度の売上高
当たり6％削減
（0.919ｔ-CO2/億円）

83kg/人

自社資産に関わる産
業廃棄物の適正処理
の実施

・法規制の順守
・環境教育の実施

年1回発行
（CSR報告書）

グリーン購入の推進

環境貢献と売上拡大

市町村等イベント参加
2回/年

9,800枚/人

ビル毎に設定
2004年度比1％削減
（1人当たり）
（平均値：2,009kWh/人）

2004年度の売上高
当たり排出量を1％削減
（0.967t-CO2/億円）

87kg/人

・法規制の遵守
・県域支店への
　ISO14001の認証拡大
・環境教育の実施

自社資産に関わる
産業廃棄物の適正
処理の実施

市町村等イベント参加
2回/年

8月発行

グリーン購入品目の
拡大

環境貢献と売上拡大 環境貢献と売上拡大メガソーラーの推進、
新空調方式の開発など

9,500枚/人

ビル毎に設定
2004年度比3％削減
（1人当たり）
（平均値：1,968kWh/人）

86kg/人

自社資産に関わる
産業廃棄物の適正
処理の実施

・法規制の遵守
・環境教育の実施
・県域支店への
　ISO14001の認証拡大
・事業活動と連動した
取り組み目標の設定

市町村等イベント参加
2回/年

8月発行（CSR報告書）

4／7ブロックで達成
自主的プログラム企画
1回/年

自主的プログラム企画
1回/年

自主的プログラム企画
1回/年

グリーン購入品目の
拡大

2004年度の売上高
当たり2％削減
（0.957t-CO2/億円）

クリーン活動等の
実施

事
務
用
紙

の
節
減

温
暖
化
防
止
対
策

廃
棄
物
対
策

E
M
S
の

構
築
と
運
用

環
境
保
護
社
会
活
動
へ
の

参
画
・
支
援

グ
リ
ー
ン

購
入
の
推
進

対策項目 2006年度実績 自己評価

環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー

事
業
の
推
進

2010年度目標2006年度目標 2007年度目標

：低：中：高自己評価（達成度）
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温暖化防止対策

環境保護推進活動の成果
「環境保護推進アクションプログラム」で設定した 2010 年度の目標を達成するため、
自社の環境負荷低減に向けて積極的に取り組みを進めています。

電気使用に伴うCO2排出量の削減
　2006年度の1人あたりの電気使用量は1，961kWhとな
り、「 2004年度比1％の削減（ 2，009kWh／人）」目標
に対し3．4％の削減が図られ、目標を達成することができ
ました。また主要8ビルの総使用量についても前年度比2％
の減少となっています。主な取り組みとしては、クールビズ・
ウォームビズの実施や、電力量モニタリングシステムを活
用した照明・コンセントの使用状況分析に基づく待機電力
削減対策・昼休みの消灯徹底などがあげられます。

　2007年度は、待機電力削減の取り組みの定着を図る
ため6月の環境月間等の機会を捉えた社員等への啓発や
オフィス内の照度調整による使用量の低減化、さらには
パソコンの自動シャットダウン機能や個人のパソコンの
環境貢献度をチェックするOff Nowシステムの導入など
に取り組み、CO2削減に努めてまいります。

社用車使用に伴うCO2排出量の削減
　社用車使用に伴う2006年度のCO2排出量は前年度比
で1．6％の削減が図られました。しかし、「 2004年度
の売上高あたり1％の削減（0．967t−CO2／億円）」目
標に対し、1．030t−CO2／億円となり、目標を達成す
ることはできませんでした。主な取り組みとしては、リー

ス契約更新時期を捉えた低公害車への更改やエコドライ
ブ運動の推進、アイドリングストップ車の試行導入など
があげられます。また2006年度の低公害車の導入状況
は、ハイブリッド車や「低燃費かつ低排出ガス認定車」
をリース契約更改により60台増やしました。

事務用紙の節減
　2006年度の1人あたりの事務用紙使用量は、9，784
枚／人となり、目標の9，800枚／人を達成することがで
きました。主な取り組みとしては、本社ならびに4支店

（他支店は既に導入済み）への「消せるトナー」の導入や
事務用紙使用量が多くなる年度末を捉えた「事務用紙節
減強化月間の設定」などが挙げられます。「消せるトナー」

は、事務用紙のリユースを可能とするものであり、NTT
ファシリティーズ関西では導入後の5ヵ月間で使用枚数
を40％減らすことができました。
　2007年度は、「消せるトナー」利用のさらなる促進や
会議時のペーパーレス等を推進してまいります。

紙資源対策

オフィス内排出廃棄物の削減
　2006年度の1人あたりの廃棄物排出量は、91kg／人
となり、目標の87kg／人を達成することはできません
でした。これは7月の組織見直しに伴い、一部ビルにお
いてフロア移転による什器類・不要書類等の大量廃棄が
影響しています。またリサイクル率は57％という結果で
あり、2007年度は4R運動（　 P28）の推進により排
出量の削減やリサイクル率の向上に努めてまいります。

　また、産業廃棄物の適正処理に向けて、全社員を対象
とした自覚教育の実施や引き続き各地域の環境担当者に
よる中間処理会社の処理状況の現地調査等、適正処理の
維持に努めてまいります。

廃棄物対策

■主要8ビル　社員1人あたりの電気使用量の比較 ■主要8ビル　CO2排出量の推移
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NTTグループ温室効果ガス算定マニュアル2005年版に基づき算出（換算係数0.378kg-CO2）
※2005年度は換算係数を0.555kg-CO2/kWh、2006年度は電力会社別換算係数で算出

■売上高あたりのCO2排出量の比較 ■燃料消費に伴うCO2総排出量の推移
(t-CO2/億円)
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※2005年度は換算係数を0.555kg-CO2/kWh、2006年度は電力会社別換算係数で算出
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■主要8ビル　社員1人あたりの廃棄物排出量の比較 ■主要8ビル　廃棄物排出量の推移
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■社員1人あたりの使用量の比較 ■総使用量の推移
（単位：枚）
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　2007年度は、低公害車導入3ヵ年計画を策定し、導
入拡大のさらなる推進を図るとともに、エコドライブ運
動の浸透と定着やバイオ燃料の試行導入などの取り組み
を進めてまいります。

■低公害車導入状況

認定外
511台

燃費基準達成かつ
低排出ガス
認定車
380台

ハイブリッド車42台

天然ガス車17台

低公害車※439台
（46.2％）

※2006年3月の当グループの『低公害車導入ガイドライン』改訂により、低公害車
の範囲をガイドライン（P29）で定義された車種とし、ガソリン車についても、省エ
ネ法に基づき定められた平成22年度の燃費基準を達成し、かつ国土交通省が定めた低
排出ガス認定車としました。

　グランパークビルに常駐する当グループの社員等
を対象に家庭で眠っている不要の携帯電話を回収
し、NTTドコモが進めているリサイクル・再資源

化に協力しました。2006年6月の環境月間の機会を捉え
て実施し、不要携帯電話を734台回収しました。

（2006年度末保有車両台数：950台）

　NTTファシリティーズは、環境経営度指標ラン
キング※の通信・サービス部門において2005年
の6位から4位に評価がランクアップしました。

※日本経済新聞社は、毎年1回、企業の環境対策の評価を行い、環境
経営への取り組みが優れている企業のランキングを発表している。
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環境法規制遵守状況
NTTファシリティーズグループは、
環境に関わる法令・条例など法規制の遵守を基本に事業活動を推進しています。

　環境保全に取り組んでいくにあたって、環境保
全に関する投資額や費用額を正確に認識・測定し
て集計・分析を行うため、2006年度集計分から

「環境投資」「環境費用」の考え方を取り入れまし
た。また、研究開発コストを算定項目として新た
に採用しました。

　2006年度環境会計では「環境保全コスト」
としての投資額は2.0億円、費用額は2.0億円と
なりました。その主な内訳は「分散型電源の自
立運転技術の構築」など、新エネルギーを有効
活用するための技術開発費や、環境対策人件費、
ISO14001維持・運用費等が挙げられます。

2006年度の環境会計

環境会計
環境会計は、企業が環境保全への取り組みに関わる費用とその効果とを結びつけて管理するものです。
NTTファシリティーズグループでは、2001年度集計分から環境会計を導入し、
環境保全への取り組みを効率的に推進していくための経営情報として、環境会計を活用しています。

2006年度環境会計集計結果

集計対象範囲：NTTファシリティーズグループ
集計対象期間：2006年4月1日から2007年3月31日まで
集 計 方 法：	●環境省の「環境会計ガイドライン2005年度版」に準拠し策定された「NTT
	 　グループ環境会計ガイドライン2007年度版」※をもとに集計しました。

●環境保全コストを「環境投資」「環境費用」に分計しました。「環境費用」
には減価償却費、および人件費を含みます。また、環境保全コストの詳細
をお知らせするため「主な取り組み内容」を加えました。

●環境保全効果は、1人あたり、または売上高あたりの原単位を用いて算出
しています。社用車からの温室効果ガス排出量は、売上高あたりへ変更し
ました。

※NTTグループの連結環境会計表作成にあたって、合算の基礎となる数値の算出根拠の考え方を統
一することを目的として策定されたガイドラインです。連結に伴って調整が必要となる項目の調
整方法についても示されています。

（１）	事業エリア内コスト合計		  879 	 1,073 
	 公害防止コスト		  0 	 0 
	 地球環境保全コスト	 省エネ設備導入費　等	 350 	 198 
	 資源循環コスト	 OA用紙削減設備導入、オフィス・産業廃棄物処理費　等	 529 	 875 

（２）	上･下流コスト		  0 	 0 
（３）	管理活動コスト	 環境対策人件費、ISO14001維持・運用費、建物緑化　等	 398 	 6,636 
（４）	研究開発コスト	 分散型電源の自立運転技術の構築、リチウムイオン電池適用技術の開発　等	 18,400 	 11,897 
（５）	社会活動コスト	 環境ボランティア団体への加入費　等	 0 	 19 
（６）	環境損傷対応コスト		  0 	 0 
	 	 	 合計	 19,677 	 19,625 

環境保全コスト

環境省ガイドライン分類 主な取り組み内容 環境投資 環境費用

（単位：万円）

事務用紙削減	 10,900枚/人	 10,361枚/人	 9,784枚/人
温室効果ガス削減（電気使用量：8ビル）	 2,029kwh/人	 1,975kwh/人	 1,961kwh/人
温室効果ガス削減（社用車）	 0.977t-CO2/億円	 0.993t-CO2/億円	 1.030t-CO2/億円
リサイクル・リユースに伴う廃棄物削減（8ビル）	 92kg/人	 86kg/人	 92kg/人

環境保全効果
項目 2004年度 2005年度 2006年度

環境保全コストや効果把握の算出方法について、引き続き検討を進めるとと
もに精度の向上を図り、環境会計が当グループの経営に有効活用される仕組
みを構築していきます。

環境会計における
今後の取り組み

省エネ法、地球温暖化対策推進法、廃棄物処理法
など環境関連の法規制・条例の遵守に向けて、自
社に適用される法規制等の定期評価を環境マネジ

メントシステムのなかで確立し、チェックリスト
等に基づき実施しています。2006年度は、環境
関連の事故等はありませんでした。

遵法性確保に向けた取り組み

NTTグループのPCB・アスベスト対策
　建築用吹付けアスベストについては、NTTグループ地
球環境保護対策詳細プログラムに則り、除去を推進して
きました。2005年に「石綿障害予防規則（石綿則）」が
施行されてからは、対象を拡大し、アスベスト含有吹付
け材が確認された建物について、法令に則って対策を行っ

ています。
　PCB使用物品については、同プログラム並びにPCB関
係法令や規則に基づき、適正な保管・管理などを実施し
ています。

省エネ法改正に基づく荷主調査の実施
　2006年4月の省エネ法改正（貨物輸送の省エネ化）
に伴い、当グループ各社が“荷主”となる自家物流と委
託物流の貨物輸送について、貨物輸送量の算定調査を行
いました。
　算定調査の結果、当グループのなかで貨物輸送量の特
に高いNTTファシリティーズの年間貨物輸送量は、66.5
万トンキロ※で“特定荷主”（年間3,000万トンキロ以上）

には該当しませんでした。
　主な貨物輸送としては、保管文書の倉庫への輸送（65％）
や建築・電力工事に伴う廃棄物等の回収・処理（ 21％）
などです。当グループは、今後も継続的改善に努め“荷主”
として貨物輸送の省エネに取り組んでまいります。

※トンキロ：輸送量を表す単位のこと。例えば、重量が1tの貨物を
1km輸送すると輸送量は1t×1km＝1トンキロ。

　環境負荷の小さい製品を購入することで環境保護に貢
献する「グリーン購入法」の考えに基づいて制定した当
グループ「グリーン調達ガイドライン」による取り組み
として、「ともに成長しつづけるグリーンオフィス」をテー
マに間伐材を活用したオフィスリニューアルを実施しま
した。窓際に設置した打合せコーナー（約40m2）の床
は従来のフロアカーペットから間伐材を利用したフロー
リングに変更し、また机・キャビネットの天板等に間伐材・
古材を用いた什器リメイクも行いました。自然素材に触
れることから心地良く、また社員の環境意識を高めるこ
とにも役立っています。

グリーン購入の促進──間伐材によるオフィス環境
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　建物は建設に伴う資源の消費、使用に伴うエネ
ルギーの消費、解体に伴う廃棄物の排出など、ラ
イフサイクル全体にわたって、地球環境に負荷を

与えます。こうした負荷を抑制するには、建物
の計画・設計段階からさまざまな影響を予想し、
対策を講じておくことが必要です。NTTでは、こ
うした取り組みを推進するため「建物グリーン
設計ガイドライン」を1997年11月に制定し、
2000年10月には、当社をはじめとするNTTグ
ループ全体に適用範囲を拡大するなど、その内容
に改定を加えました。2006年度ベースではNTT
東西所有の建物327件について、上記ガイドラ
インを適用しました。
　このガイドラインでは、建物を設計する際のコ
ンセプトとして左図の7つの環境配慮項目を挙げ
ています。

建物グリーン設計ガイドライン

事業に関わるガイドライン
事業の主体である建物の電力・設備設計・監理や、そのための研究開発、製品の調達にあたり、
NTTグループが定める3つのガイドラインに従い、環境への配慮を徹底させています。
また建築企画・設計にあたっては、
バリアフリーの考え方を推し進めたユニバーサルデザインの導入に努めています。
さらに、社内で使用する事務用品などの購入については「グリーン購入ガイドライン」、
社用車の導入にあたっては「低公害車導入ガイドライン」を制定し、環境負荷の低減を図っています。

建物の長寿命化

ハロン・フロンの
使用抑制

有害物質の
使用抑制・撤廃

省資源および
省エネルギー

地域環境への
対応

廃棄物発生量
の削減

7Concepts再使用・再生利用の
促進

■建物グリーン設計ガイドラインの7つのコンセプト

　有害物質の使用・廃棄またはエネルギー使用に
よる二酸化炭素の放出などの環境負荷によって引
き起こされる環境問題は、地球規模の問題として
一層顕在化しつつあります。このような状況下で、
企業は省エネルギーや4R（リフューズ、リデュー
ス、リユース、リサイクル）の推進などに向けた
技術革新、製品設計や製造過程における環境配慮、
さらには新たなビジネスモデルの構築など、環境
負荷を減少させる取り組みが求められています。
　NTTでは、NTTグループ各社の事業に伴う環境
負荷の低減を進めるとともに、研究開発の際にど
のような観点で環境に配慮すべきかという指針を
示した「グリーンR＆Dガイドライン」を2000年
3月に制定しました。当社では、このガイドライ
ンに基づき独自に「グリーンR＆D運用規定」を
2002年10月に制定し、研究開発の成果である
サービス・システム・装置類などについて、ライ
フサイクル全体にわたる環境負荷低減、例えば有

害物の不使用、長寿命化、運用時の省エネルギー
化の工夫といった具体的な配慮事項を定めました。
　こうした研究開発の成果に関して客観的な評価
が加えられるよう、「複合材料の不使用」「リサイ
クル容易な材料の使用」などをチェックするアセ
スメントシートを活用することで、年々環境に配
慮されていないプロダクトを減少させています。

グリーンR＆Dガイドライン

　製品を調達する際には、品質・価格・納期と同様
に、環境への配慮を最重要項目に位置付けた上で、
1997年にNTTグループで制定した「グリーン調達
ガイドライン」に基づき、「環境への配慮が行き届
いた会社」の「環境影響に配慮した製品」を選定し
ています。また、サプライヤに対する個々の製品へ
の具体的な要求事項を取りまとめた「グリーン調達
ガイドライン〈追補版〉」と「グリーン調達〈評価
基準〉」を作成し、製品に加えてサプライヤについ
ても評価を行っています。2006年度のサプライヤ
は、すべてISO14001を認証取得しています。
　2005年からは、LCA（ライフサイクルアセス
メント）による製品の総合評価を開始し、2006

年度は過去の導入品に対するアスベスト含有調査
と安全な回収方法の策定や、一部の製品では鉛フ
リー化を実現するなど、グリーン調達をさらに積
極的に推進しています。

グリーン調達ガイドライン

　高齢化社会の到来、女性の社会進出による就業
率の増加などを背景とし、障がい者の行動をはば
む障壁を取り除くバリアフリーの考え方をさらに
進め、「すべての人のためのデザイン」としての
ユニバーサルデザインに注目が集まっています。
　当グループでは、建築企画・設計者の立場か
らユニバーザルデザイン設計を支援するため、
2004年2月に建築計画・設計ポイント・過去の
事例などをわかりやすくまとめた「ユニバーサル
デザイン建築計画資料（概要版Web版）」および「ユ
ニバーサルデザイン建築計画資料（聴覚障がい者
編）」を制定しました。さらに、視覚障がい者や内
部障がい者などへの対応を加え、2005年5月には

「ユニバーサルデザイン建築計画資料（統合版）」
を制定し、相互に機能を補完するツールとして「ユ
ニバーサルデザイン建築計画チェック診断プログ
ラム」を開発しました。これらツールを活用して
新規建物のユニバーサルデザイン設計を推進する
とともに、既存建物のユニバーサルデザイン診断
をお客さまに示し、ユニバーサルデザイン導入の
コンサルティングも推進していきます。

ユニバーサルデザイン建築計画資料／ユニバーサルデザイン診断プログラム

ユニバーサルデザイン建築計画
資料統合編

設計マニュアル

A. 建物経路
B. 建物共通
C. 建物諸室
D. 建物外部
E. デザイン

大項目

ユニバーサルデザイン建築計画
チェック診断プログラム

評価ツール

基本情報入力

項目チェック

評価結果出力

　社内で日常使用する事務用品等の物品につい
て、環境負荷の少ない商品・サービスの優先的な
購入を自主的かつ積極的に推進していくため、「グ
リーン購入ガイドライン」を2002年に制定し、
社会的に認知された環境マーク＜グリーン購入法
適合、エコマーク、FSC（事務用紙）、間伐材マー
ク、国産材マークなど＞が表示された物品の購入
を推進しています。2006年3月からは、紙製品
からあらゆる商品・サービスを範囲としたグリー
ン購入の拡大を図っています。
　また、社用車から排出される温室効果ガス＜二

酸化炭素（CO2）および窒素酸化物（NOx）＞、
炭化水素（HC）、粒子物質（PM）などの排出量
削減に向けて「低公害車導入ガイドライン」を
2001年に制定し、低公害車への導入拡大を推進
しています。天然ガス自動車、ハイブリッド車、
電気自動車、燃料電池自動車、ガソリン車の場合
は、省エネ法に基づき定められた「 2010年度
の燃費基準」を達成し、かつ国土交通省が定めた

「低排出ガス認定車」を低公害車とし、2009年
度には70％以上の導入率を目標に、更改計画に
基づき順次導入を進めています。

グリーン購入ガイドライン／低公害車導入ガイドライン

■アセスメントシートによるチェック状況

■サプライヤのISO14001認証取得状況
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　行動理念および企業コンセプト「Live-
Link Design（お客さまとともに、高め
あい、つながりあい、価値創造する）」を
基本に、社員一人ひとりが、常にお客さ
まの声に耳を傾け、頂戴したご意見・ご
要望などは、すべてお客さまの立場に立っ
て検討し、「誠実・迅速・わかりやすさ」
を原則に、お客さまの期待に応えられる
よう行動しています。

「お客様満足度向上」の行動理念

お客さまとの関わり
NTTファシリティーズグループは、お客さまの満足を第一に考え、
最高の製品・サービスの提供を目指しています。

社内への活動促進
　お客さまに満足をいただくためには、まずグループ全
体が「お客様満足度向上」を目指した活動を進める必要
があります。当グループでは、日頃、お客さまから承っ
たご意見・ご要望などを社内イントラネットに登録し、

品質管理体制
　製品やサービスの品質の向上を図るため、CS向上に関
する基本事項の決定や全社CS情報の管理および重要なク
レーム対応策の審議を行う「CS向上委員会」や研究・開発・
実用化・導入・商品化の方針の立案などを行う「技術委

お客さまへのアンケート
　当グループの提供した商品・サービスがお客さまの期
待に十分お応えできているか効果的に測定するため、CS
アンケート調査を実施しています。
　アンケート内容は、商品・サービスの仕様、品質のほか、

担当者やアフターフォローなど多岐にわたり、分析結果
は今後の商品・サービスの改善や営業担当者の育成につ
なげています。 

員会」を設置しています。また、品質マネジメントの国
際規格であるISO9001の認証取得により、製品・サー
ビス品質を改善し、お客さまの期待にお応えするための
仕組みを確立しています。

※「お客様の声」システムに登録された事例を紹介する社内誌「Forward」の 1 コーナー「CS on Line」

行動理念
私たちは、「お客様の声」に耳を傾けます。
お客様からの信頼と感動のため、すべての声
を真摯に受け止めます。

私たちは、「お客様の立場」で考えます。
お客様の立場に立ち、お客様の期待に応える
新たな価値を創造します。

私たちは、「お客様の満足」を第一に行動
します。お客様へ「誠実・迅速・わかりやすさ」
を原則に、「お客様満足」を第一に行動します。

1

2

3

全社員が共有し、CS（お客様満足度）向上に反映してい
ます。また、社員のCSマインドおよびモチベーションの
向上策として社内誌へのCS記事の掲載、ポスターの掲出、
CSセミナーの開催、CS社長表彰などを実施しています。
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　当グループに求められる「プロフェッショナル」
像とは何かを明確化し、高度な専門技術を身に付
け、適切なソリューション提案ができるプロフェッ
ショナルな人材の育成を図るため、公的資格の取
得を推進するとともに業務内容に応じた多種多様
な専門別技術研修などを実施しています。

プロフェッショナル人材の育成

従業員との関わり
従業員が能力を存分に発揮できるよう、
雇用、教育、人権保護、健康管理などさまざまな面から、
可能な限りのサポートを行っています。

　新入社員から役員までの各階層別に
マネジメント研修を実施。社員個々に
必要とされる課題や役割などについて
認識することを通して、マネジメント
能力の向上を図るとともに、今後のさ
らなる自己改革を達成できるような人
材を育成しています。

階層別の人材育成

　すべての社員に対して長期的な育成
目標を踏まえ計画的、継続的に教育を
行っています。入社後、基礎知識の修
得を目的とした導入研修を行い、その
後、職場でのOJTによる実務を通じ、
基本的な業務スキルの習得を促すとと
もに、お客さま志向の徹底を図ってい
ます。

新入社員教育

　当グループでは、障がい者の社会的自立という
観点に立ち、社外の障がい者採用Webの活用や
障がい者就職説明会などにも参加し、積極的な雇

障がい者雇用

用を推し進めています。2006年度は12名の障
がい者を雇用しました。

　専門別・階層別に行われる集合研修のほかに、
社員の自己啓発をサポートする目的から、各種通
信教育コースの受講、語学スクールへの通学を支
援しています。
　その他、海外のビジネススクールなどへの留学
を通して、専門スキルの習得、異文化への適応力、
交渉力などを体得する「海外留学制度」を実施し
ています。

自己啓発支援

　社員の人事評価制度につい
ては、2001年4月に、従来
の「能力」と「業績」に着目
した制度から、より成果・業
績を重視する制度として、社
員が達成した「業績」および
その業績を達成するにいたる

「行動」に着目した制度へ移
行し、さらには2005年10
月に、当グループの事業特性
を勘案した評価基準の見直し
を行いました。
　この制度は、社員と上司が面談を通して仕事に
ついての目標や各職場における社員の役割などを

人事評価制度

明確にしたうえで、社員が自
律的・主体的に業務を遂行す
ることを促すものです。
　また、その結果としての「成
果・業績」を適正に評価し、
社員にフィードバックするこ
とで、社員のモチベーション
とチャレンジ意欲の向上を促
進しています。
　なお、この評価制度を適正
に運用するため、全ての上司
に対する評価者としての研修

や、社員に対し目標設定や制度理解を深めるツー
ルなどを提供しています。

■2006年度通信教育受講状況（社内重要資格取得コース）

宅地建物取引主任者受験講座 14

ビル管理技術者受験講座 9

マンション管理士・管理業務主任者コース 9

電験三種受験講座 8

エネルギー管理士受験準備通信講座 7

消防設備士受験講座 6

初級アドミニストレータ講座 5

ビジネス実務法務検定３級講座 4

電験二種受験講座 3

講座 受講者数（名）

■2006年度語学スクール通学支援

英会話 89

種別 支援者数（名）

＊主な受講者上位講座

　当グループでは、各種保険、財産形成、健康管
理はもちろんのこと、各種支援やレジャー施設の
利用等、福利厚生の充実に取り組んでいます。ま
た、自分に必要な福利厚生サービスを選べる「カ

福利厚生

フェテリアプラン」を導入しており、社員がそれ
ぞれの持ち点内で、住宅補助やレジャー、自己啓
発や介護、育児など、豊富なメニューから選択で
きるようになっています。

評価者研修

保険 健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険など

財産形成 財形貯蓄、ＮＴＴ社員持株会、企業年金など

健康管理 定期健康診断、健康相談、人間ドック、主要都市に
NTT 病院あり

各種支援策 社宅・寮、住宅支援、育児・介護支援、昼食補助など

レジャー施設 リゾート施設・アミューズメント施設、スポーツ施設
の利用補助

種類 内容
■主な福利厚生の内容

NTT健康保険組合直
営保養所（NTT健康
保険組合HPより引
用）

入社 2 年目交流研修

社長との対話会

■主な資格取得状況

一級建築士 731

一級建築施工管理技士 172

一級電気工事施工管理技士 390

技術士 20

CASBEE評価員 49

資格名称 取得者数（名）

ファシリティマネジャー 635

宅地建物取引主任者 263

二種電気主任技術者 89

三種電気主任技術者 1,775

エネルギー管理士 251

資格名称 取得者数（名）
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全ての社員が遺憾なく能力を発揮できる安全で健
康的な職場環境を整備・提供することは、企業の
社会的責任の一つです。また、当グループでは、「安

労働安全衛生

健康セルフチェックの活用
　社員の健康維持・増進
のため、気兼ねなく自由
な時間に、社内イントラ
ネットを活用し、自分自
身のフィジカル（カロリー
度）とメンタル（ストレ
ス度）のセルフチェックができる環境を提供しています。

「安全・健康の日」の制定
　毎月15日を「安全・健康の日」
と制定し、安全・健康に関わるさ
まざまな取り組みの充実強化、お
よび社員の安全・健康に関する
意識の高揚を図っています。

メンタルヘルスセミナーの開催
　仕事や職業生活に対する強い不安、悩み、ストレス等
により心身への負担が高まっているとともに、昨今では、
ストレス耐性の低下や家族に関する悩みなど、メンタル
ヘルス問題が増加傾向にあります。当グループとして
も、社員のメンタルヘルス対策の充実・強化の観点から、
2006年度からの3ヵ年計画で、グループ統一的なメン
タルヘルスセミナーを実施し、「精神疾患」などの早期予
防を図っています。

①メンタルヘルス・マネジメントセミナー（管理者向け）
・事例をグループ討議することで、管理者としての社員

との関わりについての気づきを得て、具体的対応の応用
力を修得する。

②ストレス耐性向上セミナー（主査向け）
・ストレスに打ち勝つための必要な心の持ち方（ストレ

ス理論、ストレス対処方法等）を学び、困難時のセルフ
コントロール強化法を修得する。

③認知療法・セルフケアセミナー（一般社員向け）
・ストレスを柔軟に受止める思考（認知療法等）を学び、問題

解決力を高めることでセルフコントロール力を修得する。

　地震や台風などの自然災害が発生した場合は、
お客さまへの通信サービス提供の確保を第一優先
として、全国の都道府県に設置したサービス拠点
から、被災地への駆付け、災害復旧に向けた活動
を行っています。
　また、首都直下型地震等の大規模災害に備えて、
定期的に防災訓練や情報伝達訓練を実施すること

により、災害復旧手順や情報連絡体制等の確認、
防災に対する意識の高揚を図っています。
　2006年度においては、台風の上陸、梅雨前
線・低気圧の発達による局地的な暴風・大雨、能
登半島地震による被害が発生しましたが、NTTグ
ループの一員として迅速な復旧活動を行うことに
より、通信サービスの確保に大きく貢献しました。

災害安全対策

地域・社会との関わり
NTT ファシリティーズグループは
社会の一員としての立場から、災害復旧支援や社会貢献などの活動を通して、
地域の人々との良好な関係づくりを進めています。

能登半島地震　
　2007年3月25日9時42分頃、石川県能登半島沖でマグ
ニチュード6.9の地震が発生し、石川県の七尾市、輪島市で
最大震度6強を観測しました。
　NTT通信ビルにおいては66ビルが停電しましたが、地震
発生後、直ちに災害対策要員を召集、現地対策班を組織し
て災害復旧活動に努めました。
　数ビルにおいて構内舗装沈下、壁破損等が見られたもの
の、幸い、電力・建物設備ともに、通信サービスに影響を
およぼすような大きな被災はありませんでした。最長1時間
10分の停電に対しても、ビル内に設置している非常用発電
装置および蓄電池からの給電に自動的に切り替わることに
より電源を救済することができました。
　地震発生は日曜日の朝で、災害対策要員の召集が平日に
比べて困難な状況でしたが、大規模な余震の恐れがある中、
各社員が安全第一を念頭に、自らの判断で自宅から現地に
駆け付けて各種設備の被災状況を点検するなど、迅速で柔
軟な対応を行うことにより、通信サービス途絶防止に貢献
しました。

防災訓練模様

移動電源車による救災訓練

全と健康は何よりも優先する」との考えに立ち、
社員の心と体の健康を守るため、さまざまな活動
に取り組んでいます。

カウンセリングセンタの開設
　社員およびその家族ための悩み事（仕事、人間関係、
家庭問題等）相談窓口として、会社と直結しない（本人
の了承なしに相談内容等を会社に報告しない）独立した
カウンセリングセンタを開設しています。相談機能とし
ては、電話やメールによる対応はもちろんのこと、専門
カウンセラーによる面談を中心とした質の高いサービス
を提供しています。カウンセリングセンタの利用促進を
図るため、厚生だより（社内報）をはじめ、あらゆる機
会を捉え、周知に努めています。

道路の陥没

34 35
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　森林は豊かな水を育み、土砂崩れを防ぎ、憩いの場を提
供してくれる、私たちの生活になくてはならない生命の源
です。しかし現在、国内の森林の多くは外見こそ緑に覆わ
れていますが、その足元では地肌が露出して土砂が流れた
り、安い外国材の流入により伐採もままならず荒れ放題に
なっていたりと、様々な問題をかかえています。
　また、日本政府は京都議定書の温暖化ガス削減目標マイ
ナス6％のうち、実に3．9％を国内森林によるCO2吸収で
まかなう計画を立てていますが、林業従事者が激減し、従

首
都
圏
エ
リ
ア

来の森林管理が維持できない今日、新たな担い手が育たな
ければ計画の履行は容易ではありません。
　人間が元気でいるためには森林が不可欠であり、森林が
元気でいるためには人の手が必要なのです。このような課
題意識から2007年2月、事業開発部環境ビジネス部門の
スタッフが発起人となり、森林ボランティアサークル「も
りのいえ」を設立し森林保護活動に取り組んでいます。
　これまでに3〜4名の有志で東京都環境局とNPO法
人森づくりフォーラムが共催する「多摩の森・大自然
塾（鳩ノ巣フィールド）」（http://www.moridukuri.jp/
daishizenjuku/）に月1回のペースで参加し、下草刈り、
間伐、植樹、道作り、地ごしらえといった基本的な森林整
備技術を身につけてきました。
　今後は鳩ノ巣フィールドにおける一年間の研修期間内
に、各地で活動を展開する森林NPOと交流を深め、技術
を研鑽するとともに、将来的に独自のボランティアネット
ワークを作るためのコアリーダーとして活動を全国各地に
拡げる意気込みで取り組んで行きます。

　毎年6月頃、宇都宮市より、街路
樹周辺の美化活動の一環として樹木
の里親に花苗が配布されます。この
花苗は、宇都宮市の「花と緑のまち
づくり推進協議会」が福祉施設へ委
託し、ご提供いただくもので、里親
となっている中河原ビルのテナント
入居者全員で植え付けます。ビル北
側の石井街道歩道沿いに街路樹のいちょう並木があり、19

首
都
圏
エ
リ
ア

本の並木枡ごとにマリーゴルドの苗
を10株ずつ植え付けていきます。
　2006年度も、当支店の社員を含
む里親全員が、配られた苗と移植こ
てを手に持ち、各々指定された場所
に赴き、和気あいあいの雰囲気の中、
40分ほどで植え込み、灌水を終え
ると、きれいな花で彩られたいちょ

う並木に見入っていました。

　愛知県豊橋市を流れる朝倉川に“ホタルの光を呼び戻そ
う”を合言葉に、愛知県の「水辺の緑の回廊計画」に則り、
豊橋市の28団体が参加して、朝倉川両岸の除草、下枝き
り、清掃などの大メンテナンス大会が開催されています。
　ここでは2006年4月15日に開催された「朝倉川流域
のゴミ回収」について紹介します。参加者は約2,200名

（ 66団体）、回収ゴミは総量約16トン。地域社会貢献活
動として、NTTグループの一員である当社も同大会に積極

的に参画し、
朝 倉 川 の ク
リーン化に貢
献しました。

「森林ボランティア」による社会貢献
福光 超　NTTファシリティーズ　事業開発部　事業企画部門

いちょう通り樹木の里親活動
坂本美知夫　NTTファシリティーズ中央　栃木支店　FM担当

“ホタルの光を呼び戻そう”
「朝倉川クリーン作戦」に参加

中川克己　NTTファシリティーズ東海　愛知事業部　電源サービス担当

東
海
エ
リ
ア

　全国に展開するNTTファシリティーズグループは、
企業市民として、地域と一体となった社会貢献活動や
事業の強みを活かした環境教育の実施に積極的に取

り組んでいます。2006年度の取り組み状況は、イベン
ト参加67件で延べ参加人数は3,083名となっており
ます。各エリアの取り組みの一例をここに紹介します。

社会貢献活動・環境教育

　第20回を迎えた「カレンダーリサイクル市」は、1月5
日〜6日の2日間、“かでる2．7”を会場に開催されました。
　このイベントは、北海道NGOグローバルトレインが主
催し、棄てられる紙資源（カレンダー、手帳）を超低価格
で販売し、その収益を国際的団体に寄贈して自然環境保護
に役立てていただこうと開催しているものです。
　NTTファシリティーズ北海道グループは、使われなかっ
たカレンダーなど約100点を提供するとともに、集めら
れたカレンダーなどの荷解き、仕分け、販売作業などに、

北
海
道
エ
リ
ア

2名の社員がボランティア参加しました。心地よい汗と、
活動に参加したという満足感が相まった『カレンダーリサ
イクル市』となりました。

　7月15日（土）仙台市青葉
区役所が主催する「青葉区ク
リーン・グリーンフェスティバ
ル」が開催され、NTTファシリ
ティーズ東北から井上支店長を

はじめ21名が参加しました。この「青葉区クリーン・グ
リーンフェスティバル」は、仙台市の中心部にある青葉区

において、仙台市の最大イベントである「七夕まつり」の
前に住民、事業者、行政が一体となって区内の清掃活動と
緑化推進イベントを開催し、緑あふれる美しい街づくりを
進めるものです。
　当日は、あいにくのどしゃぶりの雨でしたが、参加者は
傘とゴミ袋、ゴミばさみを両手に持ち、衣服は雨と汗でグ
シャグシャになりながらも街のゴミ拾いを行いました。

「カレンダーリサイクル市」へ参加
──収益を自然環境保護団体へ寄贈──
吉岡美佐子　NTTファシリティーズ北海道　企画部　総務担当

「青葉区クリーン・グリーンフェスティバル」への参加
原田博一　NTTファシリティーズ東北　CSR推進室

東
北
エ
リ
ア

　11月4・5日の2日間にわたり、佐久地域の文化・風土・
観光などの資源や産業を紹介する多彩な催し物が盛りだく
さんのイベント「いか座やら座さく市」（主催：佐久市、
佐久商工会議所）が開かれました。NTTファシリティーズ
はこのイベントに協賛し、かつLLP「佐久咲くひまわり」
の一員として出展しました。
　出展内容としては、NTTファシリティーズの事業紹介と、
エコプレモ※のモデル機を展示したほか、「たいよう君と一
緒にソーラーおもちゃを作ろう！」と題したお子さま向けソー
ラーカー工作教室を開催。教室は大盛況で、2日間4回の開
催で定員を上回る合計89組の親子に参加いただきました。
当日はキャンセル待ちも多数あり、参加できない方、おもちゃ
を販売してほしいという方が何人もいらっしゃいました。

　出展にあたっては、エネルギー事業本部のほか、営業本
部、長野支店のバックアップもあり、参加したお子さんに
怪我もなく楽しんでいただけ、無事終了することができま
した。また、LLPの一組合員として、このようなイベント
に参加でき、少しでも地域の方々と一体になれたことも嬉
しく感じています。今回のソーラーカー工作教室の経験を、
今後の環境教育のソース（源）にしたいと考えています。

首
都
圏
エ
リ
ア

※エコプレモ：太陽光発電によるLED照明灯

佐久市イベント「いか座やら座さく市」に参加
──ソーラーカー工作教室を開催──
藤間みゆき　NTTファシリティーズ　エネルギー事業本部　技術部　新エネルギー担当
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　冊子やホームページ、セミナーや展示会などさ
まざまな媒体・手段を活用して、当グループの環
境・社会性に配慮した事業や活動について、お客
さまをはじめとするさまざまなステークホルダー
の皆様に情報提供するとともに、CSRに対する社
員の意識向上を図っています。

広報活動

CSR報告書の発行
　当グループでは、「CSR報告書」を発行し、CSRに対す
る企業姿勢や取り組みについて開示しています。バック
ナンバーもホームページで掲載しています。

CSR報告書ウェブ版

http://www.ntt-f.co.jp/profile/env-prot/index.html

えふ・マガ申し込みページ

http://www.ntt-f.co.jp/fmag/s-index.html

広報誌の発行
　「NTTファシリティーズジャーナル」は、IT、エネルギー・
電力、環境・建築という当社の事業領域全般に関わる新技
術や最新の施工事例などを紹介する技術情報誌です。「環
境・省エネルギーエンジニアリング」「ファシリティ・リ

スクマネジメント」などを
テーマとして隔月発行して
います。
　メールマガジン「えふ・
マガ」は、新しいサービス
のご案内やセミナー・イベ
ント情報をお知らせする媒
体で、ホームページで申込
みを受け付けています。

環境保護への取り組みのページ

商品・サービスのページ

研究開発のページ

http://www.ntt-f.co.jp/profile/rd/index.html

http://www.ntt-f.co.jp/ps/index.html

http://www.ntt-f.co.jp/profile/env-prot/index.html

ホームページの公開
　「環境保護への取り組み」コーナーでは、環境保護に対
する基本理念やISO14001の取得状況、などを公開して
います。
　そのほか、各種商品・サービスや事業活動の成果を事例
を通して紹介し、環境保護に対する技術の原理や仕組みに
ついて解説しています。

　2006年7月23日（日）、国土交
通省主催による紀ノ川河岸一斉清掃
が実施され、当支店も、総合サービ
ス担当課長を先頭に、積極的に参加
しました。梅雨時期の長雨による被
害も各地で報道される中、紀ノ川河
口流域は、いつもよりは水量が増え
ているものの、幸い清掃活動を行うには支障がなく、今に
も降りそうな雨空を気にしつつも無事実施されました。集
合場所より1km程度の川岸沿いにNTT西日本和歌山支店

関
西
エ
リ
ア

様、ネオメイト関西様等とともに、
NTTグループとしての割り当てら
れたエリアを全員で額に汗しながら
一斉清掃し、終了後は、冷たいお茶
で喉を潤して解散となりました。
　当日の当支店参加者は6名。他に
もNTT西日本和歌山支店様、ネオ

メイト関西様をはじめとしたNTTグループ一同、そして
関西電力様、住友金属様、地域ボーイスカウト各隊様等、
休日の中、大勢の参加者とともに清掃活動が行われました。

　2006年7月16日（日）、NTTファシリティーズ中国グ
ループ社員が「クリーン太田川〈主催：クリーン太田川実
行委員会（国土交通省・広島県等）〉」に参加しました。「ク

リーン太田川」は毎年7月の「河川愛護月間」に河川を常
に安全で美しく利用する運動の一環として1988年に始
まったもので、太田川水系の上流から河口までを一斉に清
掃する活動です。当日は、朝8時から約1時間半、ごみ袋
を持ち河川敷を汗だくで歩きながら散乱しているごみを回
収しました。
　このほか、NTTファシリティーズ中国グループ社員が参
加している清掃活動としては、6月の「ごみゼロ・クリー
ンウォーク」、8月の「広島平和記念公園清掃」等がありま
す。今後も地域に密着した活動へ積極的に参加し、社員に
対し環境問題ならびに社会貢献への意識向上を図っていき
ます。

　「ラブアース・クリーンアップ2006」とは、「簡単で、
誰にでも楽しんでできる環境のボランティア活動『地球に
やさしい清掃活動』」です。実行委員会（福岡市、NPOふ
くおかの会）の呼びかけにより、2006年6月4日（日）、
一斉に市内全域、海も、山も、川も、たくさんの仲間たち
で大掃除を実施しました。
　NTTファシリティーズ九州グループは、“さわやかな青
空の下、家族等との、絆を深めてみませんか！”を合言葉に、
有志（家族を含む）が参加しました。「かけがえのない地
球環境と地域活動」をテーマとして、今回参加した志賀島
海水浴場では、可燃ごみ700袋・プラスチック類40袋・
缶類40袋・不燃物類20袋の合計800袋を回収しました。
　次回の「ラブアース・クリーンアップ2007」にも、

“一人でゴミ拾い
を す る よ り 二 人
で、 二 人 よ り も
三 人 で！ み ん な
で！”を新たな合
言 葉 に 積 極 的 に
参 加 す る 予 定 で
す。NTTファシリ
テ ィ ー ズ 九 州 グ
ループとしては、今回の取り組みが、九州管内にしっかり
と根付くよう、継続的な活動で「地球環境の保護」に取り
組むとともに、CSR（企業の社会的責任）の一環として、
積極的に活動を推進していきます。

「紀ノ川河岸一斉清掃」に参加
御前泰宏　NTTファシリティーズ関西　和歌山支店　総合サービス担当

「クリーン太田川」に参加
竹田二郎　NTTファシリティーズ中国　CSR推進室

「ラブアース・クリーンアップ2006」に参加
野田直章　NTTファシリティーズ九州　CSR推進室

九
州
エ
リ
ア

中
国
エ
リ
ア
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展示会などへの参加

　3月21日（水）〜23日（金）、社団法人日本
ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）主
催の日本ファシリティマネジメント大会「JFMA
　FORUM　2007」が、パシフィコ横浜（神奈
川県横浜市）で開催されました。最先端のファシ
リティマネジメントに関する基調講演・セッショ
ン、および多数のFM関連企業による展示・デモン
ストレーションが行われ、第1回ファシリティマネ
ジメント大賞（JFMA賞）の表彰式も執り行われ、
当社も「優秀ファシリティマネジメント賞」と「功
績賞」を受賞しました。
　当社は、各種サービスをステージ・パネル・映
像などにより紹介。3日間で延べ約1,000名（会
場全体18,000名）のお客さまが訪れました。

「JFMA FORUM 2007」に出展

　財団法人省エネルギーセンター主催の総合展示会
「ENEX2007−第31回地球環境とエネルギーの調和展
−」が、1月31日（水）〜2月2日（金）に東京ビッグサイ
ト（東京都江東区）で、2月22日（木）〜24日（土）に
インテック大阪2号館（大阪市住之江区）で開催されました。
　色調をグリーンに統一した当社ブースでは、当社の各種

「ENEX 2007」に出展

社内コミュニケーションの推進
　CSR推進室の社内ホームページでは、「企業倫理」、「情
報セキュリティ」、「環境保護」、「人権啓発」の4つの項目
を柱として、各基本理念・基本方針やガイドライン・マ
ニュアルなどの社内資料、関連法規、トピックスといった
CSR活動に関わるさまざまな情報を当グループ全社員に
提供しています。
　そのほか社内誌「Forward」でも、地域の担当者の記
事を主体にCS活動や社会貢献活動などCSR活動の実践に
役立つ情報を継続的に発信しています。

営業成績・財産状況の推移

経済指標
NTTファシリティーズグループでは、環境面や社会性に配慮しながら、
IT・エネルギー・建築技術を活かした価値あるソリューションを提供することで、
事業の健全なる発展を図っています。

■売上高（億円） ■経常利益（億円）

■総資産（億円） ■純資産（億円）
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■2006年度売上高構成比（億円）

合計
2,372

一般市場
452 (19.1%)

ＮＴＴおよびNTTグループ
1,920 (80.9%)

※記載金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
※数値はすべて NTT ファシリティーズ・地域会社 7 社合計です。

エネルギーサービスをパネル、模型、映像等により紹介。
特に、新商品の「屋上サツマイモ栽培」は多くの来場者の
関心を集めました。東京では3日間で延べ約1,600名（会
場全体50,818名）、大阪では3日間で延べ約1,000名（全
体21,681名）のお客さまが訪れました。
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　当社は、ファシリティの最適利用環境を総合的に提案し、
経済的な運用管理の支援を行う技術者集団です。NTTファ
シリティーズで培った技術とノウハウを活かし、21世紀
の都市環境にふさわしいファシリティマネジメント（FM）
を提供しています。
　建築プロジェクト実施支援においては、建築専門技術を
活かして、設計監理支援さらにコンストラクションマネジ
メント支援に取り組んでいます。
　ＦＭの領域においては、主に個別のＦＭコンサルティング
を実施しています。NTTファシリティーズがNTTグループ
に提案している建物中長期整備計画書や各種報告書の作成、
提案のための施設データベース整備について支援を行って
います。さらにFMの研修支援として、当社のエキスパート
がNTTファシリティーズの各担当に赴き、若手社員に経験
とノウハウを活かして日常業務に即した具体的な指導をし

【代表取締役社長】髙藤　眞澄
【設　立】1999年4月
【資本金】5千万円
【出資者】株式会社NTTファシリティーズ(100%)

株式会社NTTファシリティーズFMアシスト
21世紀の建築・都市環境創造を幅広く支援するエキスパートパワーを提供

　当社は2005年に、全社（本社および西日本支店）で
ISMSの認証を取得しました。当社では、各種生体認証入
退室管理システムや監視カメラ等を取り入れた高セキュリ
ティオフィス構築、オフィスのセキュリティレベル診断
コンサルティング、情報漏えいを防ぐためのサーバ・PC
のハードディスクのデータ消去サービス、地震発生時にP
波を検知すると直ちに本震の到来を警報通知する防災機器

「EQアラート」等のサービスを提供しています。
　一方、オフィス構築に関る環境問題の解決およびお客さ
まサービスのより一層の向上を図るため、2008年を目途
にISO14001の認証取得を目標に活動を開始しました。
すでに、環境保全活動として、オフィス什器類のグリーン
調達やオフィスの使用電力量の測定結果に基づいた電力料
金の削減などのサービスを提供しています。
　また、当社のユニークな環境商品として「アオバビオリ
ウム」があります。これは、自然界のエコ循環を小さな水

エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発株式会社
セキュリティを実現するとともに環境保全にも貢献

槽の中に凝縮・再現したもので、ストレスの多いオフィス
に癒し空間を提供します。さらに、企業などで各種お祝い
に贈呈され、花芽が終わり処分に困った胡蝶蘭を寄付して
もらい、小学生自身が株分けし再び花を咲かせる活動を通
して、子供たちの情操を育むことを目的とした社会貢献活
動にも参加しています。
　当社は、今後もオフィスのセキュリティを実現するとと
もに、快適性を高め、環境保全につながる商品やサービス
の提供を通して、お客さまにご満足いただけるよう一層の
努力を傾けてまいります。

【代表取締役社長】佐藤　義孝
【設　立】1988年9月28日
【資本金】1億5千万円
【出資者】
株式会社NTTファシリティーズ(70%)
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社(30%)

　創立20周年を機に、本年4月社名を「NTTファシリティー
ズ総合研究所」に改称し、先進の建築・エネルギー・IT分
野の技術・ノウハウの体系化、高度化を図りつつ、お客さま
の事業運営におけるパートナーとして幅広く問題解決にあた
り、社会の高度化と地球環境保全に取り組んでいます。
　地球環境保護を例にとるまでもなく、情報インフラスト
ラクチャの整備やBCP(事業継続性)の導入など、すべての
人間活動・社会活動のあり方の見直しが迫られています。
　当研究所は、今後も一層の技術向上や知的リソースの充
実・蓄積に努めることはもちろん、常にお客さま事業の持
続的発展を視野に入れ、また現代のニーズを敏感に捉えて
人・街・地球すべてにやさしいインテリジェント環境の創
出を目指してまいります。
　また、企業が継続的な発展を図るうえで、情報をはじめ
とするセキュリティの確保や公正な企業倫理の実践など、
その社会的責任を果たすことが、ますます重要となってい
ます。当社は、お客さまの情報、会社機密情報、さらには

株式会社NTTファシリティーズ総合研究所
知的価値を創出する総合コンサルティング企業

社員の個人情報などを適切に管理し機密を維持するため、
昨年度ISMS(情報セキュリティマネジメントシステム)の認
証取得に取り組み、ISO/IEC27001マネジメントシステム
の登録を完了しました。
　当研究所は、企業も社員も、社会の一員として、またお
客さまにとっての最良のパートナーとして、誰もが安心、
安全な生活ができる社会の実現に向け、これからもコンプ
ライアンス遵守はもちろんのこと、CSRの推進に積極的に
取り組んでまいります。

【代表取締役社長】　前田　良治
【設　立】1987年3月
【資本金】1億円
【出資者】
株式会社NTTファシリティーズ(68%)
株式会社日総建(6.4%)
共立建設株式会社(6.4%)
日比谷総合設備株式会社(6.4%)
日本メックス株式会社(6.4%)
株式会社総合設備コンサルタント(6.4%)

　2006年4月の改正温対法の施行に伴い、電力を購入され
るお客さまは、事業者の選択条件として、従来のコストばか
りでなく、環境性により配慮するようになってきました。そ
こで、これに応えるべく、低コスト、より環境性に優れた電
気の調達・供給に取り組んできた結果、1,800ビル（7月1日
現在）、売上高700億円を超える事業規模となり、新規参入
事業者（PPS※1）の中で過半数に迫るシェアを獲得しました。

（右図参照）
　具体的には、エネットの株主である東京ガス・大阪ガス
の強みを最大限に活かし、火力発電の中でも環境性に優れ
たクリーンで高効率な天然ガス電源を主供給力としていま
す。さらに、RPS※2のトップランナーとして、清掃工場や
廃棄物処理場等のバイオマス発電電力を調達するとともに、
2005年10月からは、PPSの中で初の風力発電所（袖ヶ浦）
からの電力調達も実施しました。これら、環境配慮型の電
源の開拓・獲得を積極的に進めることにより、電力系統全
体のCO2排出量削減に貢献しています。
　今後は、2008年から始まる京都議定書の温室効果ガス削
減第一約束期間の目標達成に向け、自主行動計画を策定す
るとともに、引き続き環境性と経済性を両立する企業を目
指して一層の事業規模拡大を図ってまいります。
※1　PPS（Power Producer and Supplier；特定規模電気事業者）
※2　RPS（Renewable Portfolio Standard；再生可能エネルギー導入基準）

株式会社エネット
環境性と経済性を両立する企業を目指す

　エネルギー・資源の枯渇、地球
温暖化、水・食料問題など、環境問
題がかつてないほど深刻化していま
す。エヌ・ティ・ティジーピー・エコ(株)
は、企業等における環境保全活動の
活発化に対して、エコロジーとコミュ
ニケーションの融合を基本とした豊
かな生活・文化の創造に貢献するた
め、お客さまが効率的にサステナブ
ルマネジメントを実施できるよう、
環境および食品安全マネジメントシ
ステムの構築・運用のトータルコン
サルティングを行っています。

エヌ・ティ・ティジーピー・エコ株式会社
「サステナブルマネジメント」を積極的に推進するためのサービスを提供

【代表取締役社長】武井　務
【設　立】2000年7月7日
【資本金】63億円
【出資者】
株式会社NTTファシリティーズ(40%)
東京ガス株式会社(30%)
大阪ガス株式会社(30%)

【代表取締役社長】辻　和勝
【設立】2003年4月1日
【資本金】1億円
【出資者】
東日本電信電話株式会社(51%)
株式会社NTTファシリティーズ(34%)
株式会社荏原製作所(10%)
西日本電信電話株式会社(5%)

グループ会社 グループ関連会社

環境経営
ISO14001コンサル
環境eラーニング
環境経営支援SYS

温暖化対策
CDMフィージビリティ調査
温室効果ガス削減コンサル

環境保全商品
屋上緑化、無農薬芝、

リサイクル舗装（CP柱、瓦、土）
消臭防カビコーティング

エネルギー
環境エネルギー調査
陸上PLコンサル

食品安全
ISO22000コンサル
食品安全Eラーニング

各種対策

研究開発
商品・サービスの研究開発
環境技術の目利き
ISO動向調査

ています。
　 リ ロ ケ ー シ ョ
ン ＆ オ フ ィ ス ソ
リューション事業
においては、新た
なレイアウトの作
成からスペースの
設計と工事、家具
類の調達、最終的には引越し作業まで含めてトータルでマ
ネジメントをお手伝いいたします。

エネット
49.3%

新日鉄エンジニアリング 11%

ダイヤモンドパワー 7%

イーレックス
4%

サミットエナジー 8%
GTFグリーンパワー 8%

丸紅 5%

新日本石油 1% エネサーブ 1%

松下電器 2%

FESCO 3% 大王製紙 1%

王子製紙 1%

■新規参入事業者別の市場シェア率 (2007年４月）
資源エネルギー庁公表値
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外部意見
2006年8月発行の「CSR報告書2006」に対する意見･感想を求めるアンケートを
社外ステークホルダーと2007年度新入社員を対象に実施しました。
その結果を改善点として取り上げ、本報告書に反映させました。

Q1 本書についてどのように感じましたか。

Q2 本書の中で興味を持った項目を選んでください。（複数回答可）

Q3 本書の記載項目のうち、改善が必要または内容が不足していると感じたものがあれ
ばご指摘ください。（複数回答可）

大変良くできている
22%

良くできている
66%

普通
8%

あまり良くない
4%

良くない
0%全体として 少ない

0%
多すぎる
15%

普通
81%

物足りない
4%

情報量は

①環境会計、社員への環境教育･啓発の両
項目とも素晴らしいとらえ方をしている
と思った。また、要領よくまとめられて
いるがもっと詳しい内容を知りたい。

②CSR委員会等の活動が地域会社の推
進体制にどのように影響しているかを
教えてほしい。 

④外部評価や表彰、第三者意見などがあ
ると御社の社会的評価がわかったり、
新しい意見が生まれたりするのではな
いかと思う。

0 5 10 15 20 25 30 35 40(%)

37%11 27

34%12 23

27%9 19

26%9 18

24%7 18

23%10 14

23%2 22

18%2 17

17%9 9

17%7 11

①環境マネジメントの推進

②CSR体制の構築・強化

③特集

④環境保護推進活動の成果

⑤情報セキュリティ体制

⑥地域・社会との関わり

⑥環境保護理念

⑧会社概要

⑨トップコミットメント

⑨企業倫理体制

回答者数：103
社外ステークホルダー：26
2007年度新入社員：77

上位10位

①従業員との関わりをもっと詳しく知り
たい。

③地域社会への貢献について各エリア
１、２件では内容が物足りないように
感じた。一部の方のみの参加・貢献で、
会社全体で取り組んでいるという印象
が薄いと思った。

③クリーン活動の掲載等はよいと思う
が、地域の特性をもっと生かした環境
活動があると、なおよいと思う。

上位10位 0 5 10 15 20 25(%)

①従業員との関わり

②お客さまとの関わり

③地域・社会との関わり

④経済指標

④会社概要

⑥情報セキュリティ体制

⑦環境マネジメントの推進

⑦人権啓発

⑦その他

⑦環境保護理念

20%6 15

17%3 15

15%6 9

8%3 5

8%1 7

5%2 3

4%2 2

4%1 3

4%1 3

4%0 4

回答者数：103
社外ステークホルダー：26
2007年度新入社員：77

大変評価できる
23%

評価できる
60%

普通
10%

評価できない
3%

何ともいえない
4%

Q5 その他NTTファシリティーズグループへの
意見･感想があればお聞かせください。

● CSR活動が充実していて、報告書の発行の重要性が高いと感じた。
● 社内への環境への取り組みについてはまだ改善点があると思った。
● グループについて理解が深まった。業務内容についてもう少し詳し
い説明がほしい。

●地域社会へどう貢献していくか積極的にアピールしていくべきだと思う。
● NTTファシリティーズグループの環境への取り組み（特に事業と直
接関係あるもの）は高く評価されると思った。

● NTTファシリティーズグループが社会に果たす役割が大きいこと
がわかった。

● 冊子がエコ間伐材やSOYINKで作られている点は好感が持てる。

活動のあゆみ
1996年 地球環境保護基本理念・基本方針制定
1997年 グリーン調達ガイドライン制定

建物グリーン設計ガイドライン制定
1999年 3月 関西支店でISO9001認証取得（初）

10月 環境保護推進室発足
11月 人権・セクハラ相談窓口開設
12月 地球環境保護基本理念・基本方針改訂

厚木FM（NTT厚木研究開発センタのサイト）でISO14001認証取得（初）
2000年 3月 グリーンR＆Dガイドライン制定

7月 NTTファシリティーズ「環境レポート」発行開始
2001年 7月 低公害車導入ガイドライン制定
2002年 7月 グリーン購入ガイドライン制定

11月 NTTグループ企業倫理憲章制定
12月 企業倫理ヘルプライン相談窓口開設

2004年 8月 ファシリティーズグループ全社でISO14001認証取得完了
2005年 3月 情報セキュリティ基本方針制定

6月 地球温暖化防止国民運動（チーム・マイナス6％）参加
8月 本社・CSR推進室設置

CSR委員会設置
「社会・環境活動報告書」発行

2006年 3月 本社・関西事業本部、ISMS認証取得
7月 地域会社にCSR推進室設置
8月 NTTファシリティーズグループ「CSR報告書」発行（初）

「職場の悩み110番」開設
2007年 3月 ISMS認証取得を全国へ拡大

4月 リスクマネジメント委員会設置
5月 人権に関する基本方針制定

編集後記
　本報告書を最後までお読みいただき、誠にありがとうございました。

「CSR報告書2007」では、CSRを推進するための社内体制をご説明したうえで、「環境」「社会」

「経済」の各側面ごとに具体的な取り組みをご紹介しています。

　作成に当たりましては、昨年度版に対する外部意見なども参考にしながら情報を充実させ、CSR

に取り組む私たちの姿勢および体制、さらには個々のCSR活動とその成果について、よりわかりや

すく具体的にお伝えできるよう努めました。

　事業を通じたお客さまへのソリューション提供につきましては、代表的な事例を取り上げ、「特集」

ページでご紹介しています。IT・エネルギー・建築のコア技術を活かした私たちの事業活動そのも

のが、CSRと深く関わっていることを示す具体例として、ぜひご一読ください。

　本報告書をお読みいただいたことで、私たちのCSRに対する姿勢について一層のご理解を賜るこ

とができましたら、これ以上の喜びはございません。本報告書に関するご意見、ご感想、ご助言など、

別添のアンケート用紙にてお寄せいただければ幸いです。

2007年8月
株式会社NTTファシリティーズ

Q4 NTTファシリティーズグループのCSR活
動に関する評価をお聞かせください。

今回の
主な改善点

☆CSRに対する具体的活動をできるだけ掲載
☆社会貢献活動について幅広く特色のある活動内容を掲載
☆環境負荷の全体像把握のため、マテリアルバランスを掲載

（有効回答数：103）


